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はじめに
本稿は、スイスにおいて 2004 年 10 月 8 日に成立し、
2007 年 7月 1日から施行された「臓器、組織及び細胞の
移植に関する連邦法（移植法）1)」（以下、特に断りがな
い限り、本稿において「移植法」はこの連邦法を指す）の
概要と制定の経緯について述べるものである。現在、日本
でも臓器移植法の改正をめぐって、15 歳未満の者からの
臓器提供やその同意、脳死の判定等に関して議論が盛んで
ある。その中で、ドイツやアメリカの議論は参照されるこ
とはあるが、スイスの移植法は制定されて間もないこと等
もあり、今のところ日本国内では詳細な紹介は見当たらな
スイス移植法の概要と制定経緯
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The transplantation law was recently enforced in Switzerland. Some of the provisions of this 
law are as follows:  a ban on the trade of human organs, the protection of human dignity and 
health, organ extraction from brain-dead patients, embryonic or fetal tissue transplantation, and 
xenotransplantation. In this article, I provide an outline and explain the enactment process of this law 
through an analysis of the bill and the message drafted by the Federal Council and the proceedings of 
the Federal Assembly.
Before the enforcement of this law, the procedures for organ transplantation in Switzerland were 
not regulated at the federal level. These matters were referred to each of the cantons. Hence, there 
was demand for a federal law on transplantation medicine. The revision of the federal constitution on 
February 7, 1999 empowered the Federation to establish a transplantation law. A draft of this law was 
drawn out by the Federal Offi ce of Public Health and submitted for a consultation in December 1999. 
The Federal Assembly began deliberating the bill in July 2003 and passed it on October 8, 2004 
after a few modifications. An overwhelming majority voted for the bill. (However the Federal 
Democratic Union and the Evangelical People's Party voted against the bill from the standpoint of 
the protection of embryos and fetuses. The Green Party, objecting the equation of "death" with "brain-
death", abstained from voting.) The transplantation law was enforced on July 1, 2007 and it was only 
after this that the procedures for transplantation were regulated at the federal level.
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い 2)。また、2008 年は移植法が施行されて１年が経過し
たところであり、移植法の運用に関して、スイス国内での
評価も行われ始めている。このようなことから、ここでス
イスの移植法の制定に至る過程と概要をまとめ、資料とし
て移植法の全訳をつけることにする。
本稿の構成としては、大きく二つに分けて、前半で移植
法の制定の経緯を、後半で移植法の概要を扱う。制定の経
緯については、1999 年の連邦憲法改正から、すなわち連
邦憲法への移植医療に関する条項の追加から、2004 年の
移植法制定までを中心にして、連邦参事会の教書や法案、
連邦議会の議事録等を参照しながら議論を追っていく。移
植法の概要については、すべての条項について詳細に扱う
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ことはせず、スイス移植法の特徴と言える点や、日本の臓
器移植法改正論議との関連で比較すべき点等を中心に扱
う。例えば、死の基準、同意、胚や中絶胎児の組織の移植
利用、臓器分配機関等である。届出や認可等の手続き上の
規定や罰則については、簡単に触れる程度にとどめる。
１．移植法制定の経緯
１．１　連邦憲法の改正
スイスでは、移植法が制定されるまで、移植医療に関す
る連邦レベルの包括的な法律が存在せず、各州の移植法や
医科学アカデミーの指針があるのみであった。移植医療に
関する連邦レベルの最初の法令として、「血液、血液製剤及
び移植体の管理に関する連邦決議 3)」が 1996年 3月に制
定されていたが、この連邦決議は、移植医療の包括的な規
制ではなく、病原体からの患者の保護、臓器提供の無償性
等を規定したものであった。臓器摘出の同意のあり方につ
いても連邦議会で議論されたが、将来的な移植立法の観点
から、こういった複雑な問題の規定は見送られた 4)。また、
各州の法律では、臓器摘出の同意に関する規定等基本的な
点についても、連邦レベルで統一されてはいなかった。医
科学アカデミーの指針は、連邦レベルの規準を提供するも
のであるのだが、必ずしもすべての州が採用するわけでは
ない。そこで、移植医療の進展とともに、連邦レベルの移
植法の制定が求められることになった。移植医療に関する
連邦法を制定するためには、移植法を制定するための権限
を連邦に与えるため、連邦憲法の改正を行う必要があった。
移植医療に関する連邦憲法の改正の議論については、す
でに邦語による詳細な解説があるため 5)、ここでは改正後
の連邦憲法の当該条項の動向の補足程度にとどめたい。
連邦憲法における移植医療に関する条項は、現行の連邦
憲法（1999 年 4月 18 日の連邦憲法 6)）119a 条である。
スイス連邦憲法　第 119a 条　移植医療 7)
１ 連邦は、臓器、組織及び細胞の移植領域に関して法
令を定める。その際に、連邦は、人間の尊厳、人格
及び健康の保護に配慮する。
２ 連邦は、特に、臓器の公正な分配に関する基準を定
める。
3 人の臓器、組織及び細胞の提供は無償とする。人の
臓器の売買は禁止する。
移植医療に関する憲法改正の提案は、旧連邦憲法（1874
年 5月 29 日の連邦憲法）24条の 10 として 1998 年 6月
26 日に連邦議会で可決されている 8)。その後、レファレ
ンダム（国民投票）が 1999 年 2月 7日に行われ、87.8%
の賛成とすべての州の賛成によって承認され、移植医療に
関する連邦法の条項が施行された。
連邦憲法は、この移植医療に関する規定の追加とほぼ
同時期に全面改正が行われていた。現行の新連邦憲法は、
1998 年 12 月 18 日に連邦議会で可決され、1999 年 4 月
18 日の国民投票で承認された後、2000 年 1 月 1 日に施
行されている 9)。したがって、1999 年 2 月 7日に施行さ
れた移植医療に関する連邦憲法の規定は、旧連邦憲法の条
項として可決、承認、施行されている。その後、この条項
を新連邦憲法に追加するための連邦決議 10) によって、新
連邦憲法 119a 条として追加されたのである。
これによって連邦に移植医療に関する連邦法制定の権
限が与えられた。この移植医療に関する連邦法において検
討されるべきこととして、「移植医療に関する憲法規定の
教書」の中で、連邦政府は次の点をあげている 11)。①死
の時点の定義。これが立法者によって定められるべき政治
的な問題か、医科学アカデミーの指針のように私的に定め
られるべき問題かどうか。②住民に対する適切な説明によ
る、臓器、組織及び細胞の利用の促進。③臓器摘出のため
の提供者及び、場合によっては近親者の同意の問題。④患
者の平等な取り扱いを保証する、利用可能な臓器の分配の
基準。⑤生きている者からの臓器の摘出の条件。⑥臓器提
供の無償性。⑦臓器提供者の匿名性等のデータ保護の観
点。⑧臓器の売買（商業的な活動の禁止、非商業的な活動
のための認可義務及び届出義務）。⑨感染からの保護。⑩
異種移植の将来的な可能性と、異種移植に伴う危険性の観
点から、どのような立場を取るかという問題。⑪法規定に
対する違反行為の刑事罰。これら①～⑪の問題が、移植法
制定に向けた議論の中で問われることになる。
１．２　移植法の制定
連邦憲法の改正によって、移植医療に関する連邦法制定
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の権限が連邦に与えられた。ここから移植法制定に向けた
動きが本格的に始まる。以下では、法律制定の手続きとし
て、意見聴取手続き、連邦参事会の教書・法案、連邦議会
の議論を中心に扱い、それとは別に行われる技術評価セン
ター（TA-SWISS）12) による議論も紹介しておく。
草案と意見聴取手続き
移植医療に関する憲法改正手続きと並行して、連邦保健
庁が移植法の「草案（Vorentwurf）」を作成した。そし
て連邦参事会は、1999 年 12 月 1日から「意見聴取手続き」
を行うことを決定した。意見聴取手続きとは、省庁の作成
した草案について、州、政党、関係する組織・団体、個人
等から賛否や意見を求めるものである。連邦参事会は、こ
の意見聴取手続きの結果をもとにして法案を作成し、その
法案を連邦議会に送る。移植法の意見聴取手続きの期間
は、1999 年 12 月 1日 から 2000 年 2 月末までとされて
いる。
草案と意見聴取手続きにおいて焦点となるのが、死亡
した者からの臓器提供の承諾のモデル、生体提供、臓器分
配、移植センター、胚又は胎児の組織又は細胞、異種移植
についてであった。それぞれの問題に関して、移植法の教
書 13) を主に参照しながら、草案と意見聴取手続きの結果
をあわせて解説しておく。
死亡した者からの臓器提供の承諾のモデルでは、草案
の段階では、「広い同意方式」と「広い異議方式」のどち
らを取るか決定されてはおらず、両方が検討されることに
なった。「広い同意方式」とは、死亡した者が摘出の意思
表示を生前にしていなくても、その近親者が摘出の同意を
した場合には、臓器等の摘出が許されるというものであ
る。一方、「広い異議方式」とは、死亡した者が摘出を拒
否していない場合、その近親者も摘出を拒否しないとき
に、臓器等の摘出が許されるというものである 14)。意見
聴取手続きに参加した者（州、政党、組織等）のうち、「広
い同意方式」と「広い異議方式」の支持は拮抗した（「広
い同意方式」には 12州、4政党が支持し、「広い異議方式」
には 13州、2政党が支持している）。また「狭い異議方式」
への賛同はなく、「狭い同意方式」への支持が少数あった。
死亡した者からの臓器提供のその他の問題に関して、死の
基準を脳死とすること、移植登録簿（いわゆるドナー登録）
の作成について多数が同意した。
生体提供に関しては、提供者とレシピエント（移植
患者）の間に特別な関係（例えば、血縁関係）がなく
ても容認されること、生体提供には「生体提供委員会
（Lebendspendekommission）」の同意が必要であること、
判断能力のない者や未成年者の保護等が草案に盛り込ま
れた。提供者とレシピエントの関係に制約を設けないこと
については受け入れられたが、「生体提供委員会」は生体
提供を抑制することになるという理由で多数が反対した。
判断能力のない者や未成年者の保護についても意見が分
かれた。また、生体提供を行うのは、死亡した者からの臓
器等が利用できない場合のみに制限する案についても、制
限が強すぎるという意見が多数であった。草案の段階で
は、生体提供については強めの規制をかける方向であった
が、意見聴取手続きでは生体提供の規制に反対が多かった
ようである。
臓器の分配について問題となるのが、臓器分配を中央の
機関が一括して行うという案である。これまでは臓器の分
配については、中央の機関も介在していたが、地域の移植
センターによる分配の権限も強かった。草案で提案された
中央の機関による臓器分配には、意見聴取手続きでは多数
が反対し、中央の機関による分配を支持したのはごく少数
であった。つまり、臓器分配の決定は、これまでどおり移
植センターにまかせるべきであるという意見が大多数で
あったのである。
移植センターについては、認可義務を課すことに多数は
支持したが、ここでも住民の健康管理や病院の管理は州の
任務であるという反対が出ている。
胚又は胎児の組織又は細胞の利用では、意見聴取手続き
では、多数の者が問題をはらんでいると考え、利用の禁止
を要求する者も多かった。また、胚又は胎児の組織の移植
が法律で容認された場合には、レファレンダムを目指すと
いう意見もあった。
異種移植についても、禁止かモラトリアムを求める者が
多かった。理由は、病原体の感染の危険性、動物の保護、
被造物の尊厳の毀損、医学的有用性が不明等である。強く
反対する者がいる一方で、その他の者は懸念を示しつつ
も、異種移植に対して根本的な反対を表明しなかった 15)。
意見聴取手続きの結果を受けて、2000 年 11月 2 2日に、
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連邦参事会は連邦内務省に対して、教書と法案の作成を指
示した。その中で、草案から大きな変更がいくつかなされ
ている。重要な点だけ取り上げると、まず移植登録簿の断
念である。移植登録簿については、意見聴取手続きでも多
数が支持していたが、登録簿を管理するコストの面と登録
率の低さの見込みから、法案には盛り込まれないことに
なった 16)。生体提供については、規制を大幅に緩め、死
亡した者からの臓器等が利用できない場合に限って生体
提供の実施を認めるという制限は取り払われ、生体提供委
員会の設置も断念された。
死亡した者からの摘出の承諾要件に関しては、移植法案
では「広い同意方式」を取ることが決まった。その根拠と
して、教書では次の四つが示されている。①広い同意方式
が、国内の通常の医療で使用されていること、②同意方式
より異議方式を取る方が、臓器提供の数が多くなるという
ことは証明されてはいないこと、③連邦裁判所の判決によ
り、死後の自らの身体の運命に関する処分権は、人格の自
由（人身の自由）という基本権に含まれ、この基本権は可
能な限り制限してはならないが、同時に、移植を必要とす
る者の要求を考慮することも許されていること（つまり、
本人の権利を最大限に認める狭い同意方式だけでなく、広
い同意方式も容認できるということ）、④提供者を増やす
ためのその他の方式については、提供の意思表示をする者
が増えるのは望ましいが、国家はその反対の態度も尊重し
なければならず、連邦憲法による人格性の保護や法の下の
平等は、臓器提供に関するあらゆる決定の平等な取り扱い
を命じていること。これらを根拠として、連邦参事会は「広
い同意方式」を選択した。
TA-SWISS のコンセンサス会議
移植法制定の過程で、市民によるコンセンサス会議（パ
ブリフォーラム 17)）も行われた。移植医療をテーマに
したパブリフォーラムは、TA-SWISS、スイス国家基金
（SNF）、連邦保健庁によって組織され、2000 年 11 月に
開催された。言語、年齢、性別、職業等の多様性を考慮し
て選ばれた市民 28名が参加し、勧告をまとめている。
移植医療に関するパブリフォーラムでは、次のような勧
告がまとめられた。脳死を死の基準とすることについて、
脳死という表現が誤解されないように、法案では「脳の諸
機能の回復不可能な消失」とすること。臓器提供の前や後
には、親族に対して専門家による心理的なケアが法的に保
証されることが必要であること。提供の同意には広い同意
方式が用いられること。臓器分配のシステムには、中央に
よる分配ではなく実績のある既存のシステムを利用すべ
きであること。パブリフォーラムの勧告は、強制力はない
が、一部が法案にも反映されることがある。
連邦議会の議論
意見聴取手続きの後、その結果を受けて作成された
移植法案は、2001 年 9 月 13 日に連邦議会に送られ
た。下院にあたる国民議会の社会保障及び保健委員会
（Kommission fu‥r soziale Sicherheit und Gesundheit, 
SGK）で 2003 年 7 月から審議が始まった。その後、国
民議会と、上院にあたる全州議会で法案の修正のための審
議が数回行われ、最終的には 2004 年 10 月 8日に、移植
法は成立した。連邦議会でどのような議論が行われ、何が
問題とされたのかを連邦議会の議事録を参照しながら見
て行きたい。なお、連邦議会の審議は、表のような経過を
たどった。
表１・移植法案の提出から施行までの経過
国民議会 全州議会
2001 年 9 月 13 日 法案の提出
2003 年 7 月～ 委員会審議
 12 月 17 日 本会議
委員会審議
2004 年 6 月 2 日 本会議
 9 月 22 日 本会議
 9 月 29 日 本会議
 9 月 30 日 本会議
 10 月 4 日 本会議
 10 月 8 日 最終投票 最終投票
2005 年 1 月 27 日 レファレンダム期限
2006 年 12 月 20 日 他法による改正（第 68条）
2007 年 3 月 16 日 施行命令の制定
 7 月 1 日 施行
① 2003 年 12 月 17 日の国民議会本会議
移植法案が本会議で最初に採決されたのが、2003 年
12 月 17 日の国民議会本会議である。移植法案は委員会
で修正が行われ、その修正案をもとにして本会議で各条項
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の検討が行われていた。その中で重要と思われる議論を見
ておくことにする。
移植法案 9条「死の基準及び確認」について、緑の党の
ピア・ホレンシュタイン（Pia Hollenstein）は、条文の
文言を修正する提案を行った。すなわち、移植法案 9条 1
項「人が死亡しているのは…（Der Mensch ist tot, wenn 
…）」を「この法律の意味において、人が脳死であるのは
…（Der Mensch ist im Sinne dieses Gesetzes hirntot, 
wenn …）」に変更し、さらに、移植法案 9条 2項の「死
（Tod）」という言葉を、「脳死（Hirntod）」に修正する提
案である 18)。ホレンシュタインは、この理由として次の
ように述べている。「血液の循環が停止したときが人の死
であるという定義こそ、スイス国民の大部分の感覚にあっ
ている。（中略）もしあなた方が、脳死の親族に寄り添っ
ているとすると――これは看護する者の重要な任務なの
だが――、脳死と、臓器の機能が停止し心臓も停止してい
る死との間に差異がないというのは適切ではないであろ
う。（中略）連邦参事会は、死を、脳死と同一であると定
義している。これは臓器摘出の条件としては許容され正し
いものではあるが、定義としては誤りであり、普遍的な妥
当性はない。19)」ホレンシュタインは、脳死状態の者から
の臓器の摘出に反対しているわけではなく、彼女自身が看
護師として働いていた経験もあって、移植法において「脳
死」と「死」が同一視されていることに違和感をおぼえ、
区別しようとしているのである。しかし、この修正の提案
は採決の結果、否決された。しかし、緑の党は連邦議会の
審議において、「死」と「脳死」の問題を最後まで引きず
ることになる。これについては、2004 年 10 月 8 日の最
終投票の説明の箇所で触れることにする。
生きている者からの臓器の摘出について、法案になかっ
た条項の追加もあった 20)。これは委員会によって 13a 条
「経費の補償及び保険上の保護」として提案されていた。
この提案は採択され、その後「経費の補償及び保険上の保
護」の条項は、移植法 14条になっている。
また、移植法案 16条（成立した移植法の 17条にあたる）
「差別の禁止」で大きな修正があった。移植法案 16 条 2
項では「外国人は、分配に際して、スイス人と同様に扱わ
れなければならない。スイス国内に居住していない外国人
に関しては、生命を維持するために直接的には移植が必要
ではない場合にのみ、分配を放棄することができる。」と
なっていた。委員会はこれを次のように変更する提案を
行っていた。
移植法案（委員会の提案）第 16条
2 スイス国内に居住している外国人は、分配に際して、
スイス人と同様に扱われなければならない。スイス
国内に居住していない外国人に関しては、次の場合
に分配を放棄することができる、
a．移植が、医学的に緊急ではない場合、又は、
b．移植の医学的な緊急性があるときには、スイス
人又はスイス国内に居住している外国人が、同
じ状況にない場合。
3 原則として、臓器の分配を要求する権利はない。
スイス人又はスイス国内に居住している外国人が、ス
イス国内に居住していない外国人よりも優先的な臓器の
分配を受けるようにすることが、委員会の提案の意図であ
り、外国人の移植ツアーからの防御線を設けるものである
21)。委員会の提案に対して、緑の党のマヤ・グラーフ（Maya 
Graf）は「差別の禁止」の条項に反しているため、もと
の移植法案どおりにすることを提案している。採決の結果
は、委員会の提案への賛成が 80票、グラーフの提案への
賛成が 69票で、委員会の提案が採択された 22)。
移植法案 20 条（成立した移植法の 21 条にあたる）の
待機者名簿への登載についても、まったく同様の対立が
あった。法案では、待機者名簿への登載については、医学
的な根拠のみを顧慮して決定するとされていたが、委員会
の提案は「スイス国内に居住していない外国人は、原則と
して、待機者名簿に登載されない。連邦参事会は例外を規
定する。」と変更し、スイス国内に居住していない外国人
を待機者名簿から排除しようとするものであった。グラー
フは、もとの法案どおりにすることを提案したが、結果は、
委員会の提案への賛成が 81票、グラーフの提案への賛成
が 68票で、委員会の提案が採択された 23)。
異種移植については、グラーフは、全面的に禁止する条
項を加え、異種移植を容認する条項の削除を、委員会の少
数派の提案としてあげていた。理由は、新種の病原体に感
染する危険性や、動物の臓器を移植された人に起こる心理
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面の問題である。それに対して、委員会の多数派の提案は、
法案どおりに異種移植を容認するものであった。異種移植
の禁止の提案は、本会議でも少数の賛成しか得られず、採
択されなかった 24)。異種移植については、社会民主党の
議員らから 10年間のモラトリアムの提案も出されていた
が、この提案も採択されてはいない 25)。
委員会の提案として、「生体提供登録簿（Lebendspenden‐
register）」の条項を追加する提案もあった 26)。これは臓
器を摘出した提供者を登録し、提供者の健康状態の把握等
を行うこと等を目的としたものである 27)。この提案は採
択されている。
この 2003 年 12 月 17 日の国民議会本会議で、各条項
の審議の後に行われた移植法案全体の採決の結果は賛成
133、反対 5で、圧倒的な多数で可決された。採決に参加
した議員のうち、キリスト教民主国民党、緑の党、自由民
主党、社会民主党の各会派は、若干の棄権を除けば、反対
0で全員が賛成に回っている。このときの審議では、緑の
党の議員から法案に対する修正意見が多く出されていた
のだが、緑の党はこの時点では移植法案に賛成の立場を
取っていた。EVP/EDU会派 28) は賛成 5、反対 3であり、
国民党会派が賛成 37、反対 2であった。
② 2004 年 6 月 2日の全州議会本会議
国民議会本会議で可決された法案は、全州議会に送ら
れ、社会保障及び保健委員会で審議が行われた。国民議会
で可決された法案を一部変更したものが、委員会の提案
として、全州議会本会議に提出された。そして、2004 年
6月 2日の全州議会本会議で、委員会が提案する各条項に
ついて検討され採決が行われた。以下で、各条項について
の変更点等を記しておく。
移植法案 1条「目的」について、「この法律は、人の臓
器、組織又は細胞を移植目的に利用することに寄与するこ
とを目的とする」という条項を追加する提案が委員会から
なされていた。この提案は、賛成 24、反対 8で採択され
た 29)。
移植法案 9条の死の定義については、全州議会でも再
び取り上げられた。委員会の提案は、国民議会で可決され
たとおりの文言であったが、社会民主党のシモネッタ・ソ
マルガ（Simonetta Sommaruga）が、移植法案 9条 1項「人
が死亡しているのは…」を「この法律の意味において、人
が死亡しているのは…（Der Mensch ist im Sinne dieses 
Gesetzes tot, wenn …）」に修正する提案を行った。しか
し、ソマルガの提案は採択されず、委員会の提案が採択さ
れた。
移植法案 16条（移植法 17条）「差別の禁止」の条項は、
委員会から修正の提案があった。移植法案 16条 1項及び
3項は、国民議会で可決された文言にしたがい、2項を以
下のように変更する提案であった。
移植法案第 16条
2 スイス国内に居住地をもつ者は、分配に際して、平
等に扱われなければならない。スイス国内に居住地
をもたない者であって、第 20 条第 1項により待機
者名簿に登載されている者には、次の場合に、利用
できる臓器が分配される、
a．移植が医学的に緊急であり、かつ、スイス国内
に居住地をもつ者が同じ状況にない場合、又は、
b．移植が医学的に緊急ではなく、スイス国内に居
住地をもつ移植患者（レシピエント…筆者によ
る補足）を確認することができない場合。
これにともない、移植法案 20 条（移植法 21 条）につ
いても、「スイス国内に居住地をもつ者は、待機者名簿に
登載される。連邦参事会は、スイス国内に居住地をもたな
い者で、待機者名簿に登載される者を定める。」という条
項を 1項に追加する提案が委員会からなされた。これら
移植法案 16 条及び 20 条の修正の提案は全州議会本会議
でも採択された。
国民議会本会議で追加された「生体提供登録簿」につい
ては、全州議会の本会議では削除される提案が委員会から
なされており、委員会の提案が採択された。
全州議会の本会議で追加された新たな条項として、「法
的保護（Rechtsschutz）」の条項がある。全州議会の委員
会の少数派の提案として、社会民主党やキリスト教民主国
民党の議員らから、65a 条「法的保護」（成立した移植法
の 68条にあたる）を移植法案に追加する提案が出されて
いた。この提案は、委員会の少数派の提案であったにもか
かわらず、全員の賛成で採択された。
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2004 年 6月 2日の全州議会本会議で、各条項の審議の
後、移植法案全体についての採決が行われ、賛成 26、反
対 3で可決された。そして、全州議会本会議で行われた
修正についての審議のために、法案は国民議会に再び送ら
れることになる。
③ 2004 年 9 月 22日の国民議会本会議
全州議会で修正された移植法案について、委員会の審議
の後、2004 年 9 月 22日 に再び国民議会本会議で審議が
行われた。全面的に全州議会の議決に従うということには
ならず、全州議会で採択された条項の修正や、前回の国民
議会の議決の維持もある。議論の的となったのは、移植法
案 1条「目的」に「この法律は、人の臓器、組織又は細
胞を移植目的に利用することに寄与することを目的とす
る」という条項を加えるという全州議会の案であった。国
民議会の委員会の多数派の提案はこの条項を削除すると
いうもので、少数派の提案は全州議会の議決に従うという
ものであった。ただし、少数派の中の一人であるフェリッ
クス・グッツヴィラー（Felix Gutzwiller）は、委員会の
採決は、多数派が 10、少数派が 9、棄権が 1であったと
述べており、賛否は拮抗していた 30)。
この条項がなぜ議論の的になったかというと、臓器等の
提供の促進を意味する条文を、移植法の「目的」にあえて
付け加えるものだからである。この条項を加える提案に対
して反対意見を述べたのは、社会民主党のゴル、緑の党の
グラーフら、前回の国民議会で何らかの慎重な意見を述べ
ていた者たちである。その他に、国民党のジャン・アンリ・
デュナン（Jean Henri Dunant）も反対意見を述べてい
る。「人の臓器、組織及び細胞を移植目的に利用すること
に寄与することは国家の任務ではないというのが、国民党
会派の見解である。評価を行うこと、又は、潜在的な提供
者に対して道徳的な圧力を加えることは、国家の任務では
ない。提供は、自発的に、かつ、特定の価値にとらわれず
に行われるべきである。31)」このようにデュナンは述べて、
この条項は国家による干渉であるとして反対している。ゴ
ルは、この条項を「目的」として付け加えることによって、
新たな方向性が移植法に与えられてしまうこと、提供の準
備は個人による自分自身の決定によって行われるべきで
あること等の理由を述べている。
採決の結果は、委員会の少数派の提案（すなわち全州議
会の議決どおりに、新たな条項を付け加えること）の賛成
が 78、多数派の提案の賛成が 60 で、少数派の提案が採
択された。
その他に、移植法案 16条（移植法 17条）及び 20条（移
植法 21条）の待機者名簿への登載等については、全州議
会の議決どおりの修正案が採択されている。また、全州議
会で追加された 65a 条「法的保護」についても採択され
ている。
全州議会で削除された生体提供登録簿に関する条項に
ついては、国民議会では若干の文言の修正を行って、復活
させる提案が委員会からなされ、この提案は本会議でも採
択されている。
④ 2004 年 9 月 29 日の全州議会本会議
国民議会の議決を受けて、9月 29 日の全州議会本会議
で審議が行われた 32)。このときの全州議会本会議で扱わ
れた主な条項としては、移植法案 13条「判断能力のない
者又は未成年者の保護」、移植法案 39 条（移植法 41 条）
「医療従事者の独立性」、移植法案 59条（移植法 61条）「情
報公開」等である。これらの条項については、全州議会で
新たな修正が加えられて採択されている。
⑤ 2004 年 9 月 30 日の国民議会本会議
2004 年 9 月 30 日の国民議会本会議では、社会保障及
び保健委員会のグッツヴィラーが、両院の大きな隔たりと
して二つの問題をあげている。一つは生体提供登録簿の問
題で、もう一つが移植法案 61条（移植法 63条）の「管理」
の問題である。生体提供登録簿に関しては、これまで見て
きたとおり、国民議会がその条項の追加・維持を採択し、
全州議会では削除を採択している。移植法案 61条「管理」
に関しては、2004 年 6 月 2日の全州議会本会議で 61 条
3項（管轄官庁による捜索の権限を定めている）を、不必
要な条項として削除する提案が採択されており、その後、
国民議会は 61条 3項の維持、全州議会は削除を採択して
いた。
この日の国民議会では、生体提供登録簿に関する条項
が、全州議会の議決どおりに削除が採択された。また、前
日の全州議会本会議で扱われた主な条項についても、すべ
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て全州議会の議決にしたがう提案が採択されている。
しかし、移植法案 61条 3項については、医療製品法や
幹細胞研究法に同様の規定があること等から、当局が積極
的に管理すべきだとして、削除や修正を行わず、維持する
提案が採択された 33)。
⑥ 2004 年 10 月 4日の全州議会本会議
移植法案 61 条 3 項をめぐる問題が、2004 年 10 月 4
日の全州議会本会議の議題となった。全州議会の社会保障
及び保健委員会の提案は、多数派の提案が国民議会の議決
どおりに 61条 3項を認めるというもので、そして、少数
派の提案が以前の全州議会の議決どおりに 61条 3項を削
除するというものであった。本会議では、当局に対して裁
判所の許可なしに捜索の権限を認めることは「人身の自由
への重大な侵害である 34)」というような強い反発も出て
いたが、採決では多数派の提案が採択された 35)。
この日の全州議会本会議における審議の結果、移植法案
のすべての条項について国民議会と全州議会における相
違点はすべて解消された。
⑦ 2004 年 10 月 8日の最終投票
2004 年 10 月 8 日に両院で最終投票が行われた。全州
議会本会議では移植法案は、賛成42、反対 0で可決された。
国民議会本会議でも移植法案は、賛成 145、反対 10 で
可決された。ただし、キリスト教保守派のEVP/EDU会
派は 5人全員が反対に回り、緑の党会派は、出席議員 13
人全員が棄権している。緑の党のホレンシュタインは投
票の前に次のように述べていた。「討論の際に何度も表明
していた、死の定義に関する我々の留保が深められなかっ
たことが非常に残念である。（中略）脳死と心臓死とを区
別しなかったことには、かなりの問題があると我々は思っ
ている。そのように同一視することは、国民の大部分は実
感できないであろうし、死が様々な次元をもち、一つのプ
ロセスであるとする倫理的、哲学的な理解にも矛盾する。」
そして、「問題提起のために、緑の党会派は、この法律に
賛成せずに棄権する」と表明した 36)。2004 年 10 月 8日
の最終投票における国民議会の各会派の態度は表のとお
りである 37)。
表２・最終投票における国民議会の各会派の態度
会　　　派 賛成 反対 棄権
国民党 45 5 0
社会民主党 39 0 6
自由民主党 34 0 0
キリスト教民主国民党 25 0 0
緑の党 0 0 13
EVP/EDU 0 5 0
無所属 2 0 2
合　　　計 145 10 21
こうして移植法は、2004 年 10 月 8 日に両院で可決さ
れ成立した。移植法は、憲法の規定により任意的レファ
レンダムに付されることになる。レファレンダム期限は
2005 年 1月 27日に設定された。
レファレンダムに向けた動きと移植法の施行
スイスでは連邦憲法の規定によって、移植法は、2005年
1月 27日までに 5万人以上の有権者又は8つ以上の州が
請求することで国民投票にかけられる。そして、この国民
投票において賛成が多数を得られなければ、移植法は施行
されない。しかし、この法律が連邦議会で圧倒的な多数で
可決されていることを考えると、国民投票において移植法
に対する拒否の票が賛成の票を上回ることは考えにくい。
移植法について国民投票を目指す動きは、宗教右派の政
党EDU（連邦民主同盟）を中心にして、いわゆるプロ・ラ
イフ派の団体等によって行われた。EDU等が問題にしたの
は、余剰胚や中絶した胎児の細胞と組織を移植目的に利用
することを、移植法が認めている点である 38)。移植法が成
立した翌月の2004年 11月 28日には、研究目的での余剰
胚からの胚性幹細胞の作成を認める「幹細胞研究法 39)」の
国民投票が行われているが、幹細胞研究法を国民投票に持
ち込んだときもEDUは署名集めを行っていた。
最終的に、これらの団体によって、期限となる日までに
集めることのできた署名の数は、約 2万人分にとどまり、
5万人にはとどかなかった 40)。これによって、移植法の
施行が決定的になる。
この後、連邦内務省によって四つの施行命令――移植
令、臓器分配令、異種移植令、移植手数料令――の案が作
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成され、2007 年 3月 16 日にこれらの命令が制定された。
そして、移植法と四つの施行命令は、2007 年 7月 1日か
ら施行されることになった。
２．移植法の概要
２．１　移植法の枠組み
移植法の制定経緯に続いて、移植法の概要について述べ
るが、まず初めに移植法の全体像を簡単に説明しておくこ
とにする。移植法の構成については、移植法の章と節の題
を順に列挙しておく。これでおおよその適用範囲がわかる
であろう。次に、連邦参事会及び連邦内務省によって現在
までに制定されている命令について説明する。また、移植
法の目的・適用範囲を、移植法 1章「総則」によって示
しておく。
移植法の構成
移植法は、1章の総則から 7章の最終規定まであり、全
体で 75条から構成されている。中心となるのは、2章「人
の臓器、組織及び細胞」である。ここで、死亡した者及び
生きている者からの臓器等の摘出の条件、臓器の分配、胎
児の組織又は細胞の取り扱い等について定められている。
3章は、異種移植に関する条項である。4章から 7章まで
は、それぞれ移植製剤、実施、罰則、最終規定となっている。
移植法の章と節の題、対応する条番号は以下のとおりであ
る。
第 1章　総則（第 1条～第 5条）
第 2章　人の臓器、組織及び細胞
第 1節　無償性及び売買の禁止（第 6条～第 7条）
第 2節　死亡した者からの臓器、組織又は細胞の摘
出（第 8条～第 11条）
第 3節　生きている者からの臓器、組織又は細胞の
摘出（第 12条～第 15条）
第 4節　臓器の分配（第 16条～第 23条）
第5節　摘出、保管、輸出入、調製（第24条～第26条）
第 6節　移植（第 27条～第 29条）
第 7節　注意義務（第 30条～第 35条）
第 8節　臨床試験（第 36条）
第 9節　人の胚又は胎児の組織又は細胞の取り扱い
（第 37条～第 42条）
第 3章　動物の臓器、組織及び細胞（第 43条～第 48条）
第 4章　移植製剤（第 49条）
第 5章　実施
第 1節　連邦（第 50条～第 55条）
第 2節　州（第 56条）
第 3節　守秘義務及びデータの公表（第 57 条～第
60条）
第 4節　情報公開（第 61条）
第 5節　幹細胞登録簿（第 62条）
第 6節　管理及び措置（第 63条～第 65条）
第 7節　財務（第 66条～第 67条）
第 8節　法的保護（第 68条）
第 6章　罰則（第 69条～第 71条）
第 7章　最終規定（第 72条～第 75条）
移植法に基づく命令
移植法に基づく命令は、連邦参事会による四つの命令が
ある。そして、その命令に基づくものとして、連邦内務省
による命令が一つある。それぞれ次のとおりである（なお、
①～⑤の番号は、ここでの説明の便宜上用いているだけで
ある）。
①人の臓器、組織及び細胞の移植に関する命令（移植令）41)
②移植のための臓器の分配に関する命令（臓器分配令）42)
③動物の臓器、組織及び細胞の移植に関する命令（異種
移植令）43)
④移植立法の連邦の実施のための手数料に関する命令
（移植手数料令）44)
⑤移植のための臓器分配に関する連邦内務省の命令（連
邦内務省臓器分配令）45)
①～④の四つの命令は、連邦参事会により移植法に基づ
いて制定された命令であり、制定は 2007 年 3 月 16 日、
施行は移植法と同日の 2007 年 7 月 1 日からである。そ
れぞれ移植法の関連する条項に基づいており、移植法を実
施する上での手続き等を具体的に定めている。⑤の命令
は、連邦内務省によるもので、直接的に移植法に基づくも
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のではなく、②の臓器分配令に基づいて制定されたもので
あり、2007 年 5 月 2 日に制定され、2007 年 7 月 1 日か
ら施行されている。なお、①移植令、②臓器分配令、⑤
移植手数料令において、施行後の初めての改正が行われ
ることが、2008 年 9月末の時点で判明している。改正は
2008 年 10 月 15 日からの施行である。
①移植令は、第一に、人の臓器、組織及び細胞の取り扱
いに関して、特に、死亡した者及び生きている者からの摘
出、移植の臨床試験、胚又は胎児の組織又は細胞の移植に
ついて、第二に、州の組織及び調整の任務について、第三
に、幹細胞登録簿の管理と、それに関連する任務について
定めている（移植令 1条 1項）。
②臓器分配令は、分配される臓器、待機者名簿、分配の
基準及び優先度、分配手続き、国際的な臓器交換、任務及
びデータ保護の委託について定めている。
③異種移植令は、異種移植の臨床試験及び標準的治療並
びに注意義務、関係者に対して異種移植から生じる安全基
準及び行動規則、損害賠償責任について定めている（異種
移植令 1条）。
④移植手数料令は、移植医療の枠内での連邦執行機関に
よる処分、職務の遂行及び管理のための手数料について定
めたものある。
⑤連邦内務省臓器分配令は、臓器分配令で定められてい
る分配の基準及び優先度に関して、さらに詳細に定めたも
のである。
移植法の目的・適用範囲
移植法の目的は、臓器、組織又は細胞の移植利用の条件
を定めることの他に、「人についての移植医療の適用の際
に、臓器、組織又は細胞の濫用、特に、臓器の売買を防ぎ、
かつ、人間の尊厳、人格性及び健康を保護すること」（移
植法 1条 3項）である。人の臓器、組織又は細胞の提供
の無償性、売買の禁止は、移植法 6条及び 7条で定めら
れている。
適用範囲は、人又は動物の臓器、組織又は細胞、及びそ
こから製造された移植製剤であって、人に移植するための
ものである（移植法 2条 1項）。ただし、心臓弁、腱、海
面骨等の、人工の又は失活した臓器、組織又は細胞は適用
から除外される（移植法２条２項 a）46)。また、血液幹細
胞を除いた血液、血液製剤も適用から除外される（移植法
2条２項 b及び c）。血液、血液製剤は、医療製品法によっ
て規定されている。また、人工授精等に用いるような、生
殖補助医療の枠内の生殖細胞、受精した卵細胞及び胚も適
用から除外される（移植法 2条 2項 d）。これらは、生殖
医療法によって規定されている。ただし、胚や胎児から採
取した組織又は細胞を、人への移植に用いる場合には、移
植法が適用される。提供者とレシピエントが同一である自
家移植の場合には、臓器、組織又は細胞については、臨床
試験（移植法 36 条）と、実施及び罰則（移植法 50 条か
ら 71 条まで）が適用され、移植製剤についても移植法が
部分的に適用される。
２．２　死亡した者からの臓器等の摘出
死亡した者からの臓器、組織又は細胞（以下では、「臓
器等」とする）の摘出については、移植法 8条から 11条
までで、同意、死の基準等が定められている。日本の臓器
移植法の制定の際や改正論議の中で、死の基準や同意に関
しては大きな問題となっていた。スイスの移植法はどのよ
うに定めているか、以下で見ていく。
同意
まず、臓器等の摘出の承諾の要件であるが、スイス移植
法は「広い同意方式」を取る。移植法 8条によれば、死
亡した者から摘出できるのは、①本人が生前に摘出の同意
をしていた場合（移植法 8条 1項）、②本人の提供の意思
表示を近親者が知っていた場合（移植法 8条 2項）、③本
人の提供の意思表示を近親者が知らない場合は、近親者が
摘出に同意した場合（ただし、近親者は死亡した者の推定
意思を尊重しなければならない）（移植法 8条 3項）のい
ずれかの場合である。本人の生前の同意がなく、近親者に
連絡が取れない場合や近親者が存在しない場合は、摘出は
許されないが、本人が自らの信任する者に決定を委任して
いる場合は、その者が近親者の代理となり、その者が同意
した場合も摘出が許される（移植法 8条 6項）。近親者の
範囲については、移植法 8条 8項では、連邦参事会が画
定するとされており、移植令 3条で次のように定められ
ている。
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移植令　第 3条　近親者
移植法第 8条第 8項による近親者とは、次の者をいう、
a．配偶者、登録パートナー、事実婚上のパートナー
b．子、親及び兄弟姉妹
c．祖父母及び孫
d．その他の者であって、死亡した者の近縁にある者。
近親者は必ずしも配偶者や血縁関係にある者だけでな
く、「登録パートナー」も含んでいる。スイスでは、同性
婚を認める「パートナーシップ法 47)」が 2004 年に成立し、
2007 年 1月 1日から施行されており、「登録パートナー」
とは、この法律に基づくパートナーのことである。
なお、死亡した者の書面による同意又は拒否が存在せ
ず、近親者が死亡した者の意思表示を知っていたものの、
複数の近親者が異なった意思表示を知っていた場合は、
もっとも新しいものが有効となる（移植令 4条 2項）。こ
の場合は、近親者の間には決定権が優先されるような序列
はなく、可能な限りすべての近親者に問い合わせて、死亡
した者の意思表示を裏付けることが求められる 48)。
上記③のように、死亡した者の意思表示を近親者が知ら
ない場合は、近親者の同意によって臓器等の摘出を行うこ
とができるが、原則として、次の a～ e の順に死亡した
者との結び付きがあると見なして、問い合わせを行う（移
植令5条 2項）。（ただし、近親者が意思表示をする場合は、
その者が満 16歳に達していなければならない。）
a．配偶者、登録パートナー、事実婚上のパートナー
b．子
c．親及び兄弟姉妹
d．祖父母及び孫
e．その他の者であって、死亡した者の近縁にある者
最後に、小児からの臓器摘出の同意要件であるが、移植
法8条7項では「提供の意思表示をすることができるのは、
満 16 歳に達している者である」と定められている。16
歳未満の死亡した者からの臓器摘出については、民法上の
親権者の同意によって可能となる。
死の基準
死の基準は、移植法 9条で定められている。移植法 9
条 1項では人の死を「脳幹を含めた脳の諸機能が不可逆
的に消失している場合」と定義されており、いわゆる脳死
が人の死とされている。移植法 9条 2項では、脳の諸機
能の不可逆的消失の判定基準と、死を確認する医師に対す
る要求水準を、連邦参事会が別に定めるとなっているが、
これについては移植令 7条によって、2005 年 5 月 24 日
に出されたスイス医科学アカデミーの指針「臓器移植に関
する死の確認 49)」に従うとされている。
準備的な措置
移植法 10条では「準備的な医学的措置」に関して定め
られている。準備とは、移植用臓器等の摘出のための準備
という意味であり、提供者の死の前か後に、臓器等を移植
に用いるために良い状態に保つために行う措置が、準備的
な医学的措置である。具体的にどのような措置があるかと
言うと、移植法の教書によれば、血液の循環を促し凝血を
阻止するために行う抗凝血剤（ヘパリン）の投与、血管拡
張剤（フェントラミン）の投与等である 50)。問題となる
のは、これらの措置の中には、提供者の死の前に行われる
ものがあることである。移植法 10条 1項では、提供者本
人が同意している限りにおいて、提供者の死の前に、臓器
等の保存のための措置を行うことを認めている。患者の治
療や健康のために行われる措置ではなく、移植のために行
われる臓器等の保存であるために、代諾は認められず、本
人同意がなければこの措置を行うことはできない。
準備的な医学的措置の問題は、患者の治療のために行わ
れることでないというだけではなく、患者の死を早めるこ
とや、植物状態に陥らせる可能性があるというところにも
ある。そのため、移植法 10条 2項で、患者の死亡を早め
る場合と、提供者を植物状態に陥らせる場合に、準備的な
医学的措置を禁止している。移植法の教書によれば、進行
性の脳出血のために死に瀕している患者に対して、自発呼
吸の停止のすぐ後に人工呼吸を行う「選択的換気（elective 
ventilation）」によって、腎臓の摘出率が非常に高くなっ
たというイギリスの事例がある。しかし、この方法は、患
者が死に至ることを妨げ、患者を永続的な植物状態に陥ら
せる危険がある。こういった措置は、たとえ提供者の同意
があるとしても禁止される。患者の死後については、提供
の意思表示がない場合、近親者が提供の諾否を決定するま
での間、準備的な医学的措置が認められている。
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関係者の独立性
移植法 11条 1項では、提供者の死の確認を行う医師は、
臓器等の摘出や移植に関与してはならず、摘出・移植に関
与する者からの指示を受けてはならないことが定められ
ている。また、移植法 11条 2項では、臓器等を摘出・移
植する医師は、死亡した者を世話する者や死を確認する者
にいかなる仕方であっても影響を与えてはならないとさ
れている。
２．３　生きている者からの臓器等の摘出
生きている者（生体）からの臓器等の摘出については、
移植法 12 条から 15 条までで定められている。ここで主
に問題となるのは、判断能力のない者や未成年者が提供者
となる場合である。移植法では、成年に達した者と未成年
者の間で、摘出可能な臓器等には差があり、未成年者や判
断能力のない者の保護が謳われている（なお、スイスでは
民法典 14 条により、成年に達するのは満 18 歳からであ
る 51)）。その他に、レシピエントの所得損失や経費の補償、
レシピエントとドナーの保険に関することが定められて
いる。
摘出の条件
生体からの臓器等の摘出の要件は、判断能力があり、成
年に達している者が同意をしており、生命や健康に重大な
危険がなく、レシピエントに生体移植以外の治療方法がな
い場合である（移植法 12 条）。ドイツの移植法では、腎
臓、肝臓又は再生不可能な臓器については、提供者とレシ
ピエントの間に血縁関係があること等の制限があるが 52)、
スイスの移植法には、成年に達した者が提供者になる場合
は、そのような制限は設けられていない。例えば、利他主
義的な提供として、未知のレシピエントへの提供も容認さ
れている。
同意に関しては、移植法 12 条 b によれば、「包括的に
説明を受け、かつ自由に書面で同意している場合」とある
が、具体的には、移植令 9条で説明の内容が細かく決め
られている。手術の目的、提供の自発性と無償性や対価を
得ることによる可罰性、提供者の健康への長短期的なリス
ク、入院期間及び仕事ができなくなる範囲や仕事の制限、
健康状態の定期検査を受ける必要性、健康状態の追跡を保
証する移植センターの義務、保険や経費の補償、同意の撤
回の権利等を、臓器等を摘出する医師は提供者に説明しな
ければならない（移植令 9条 2項）。提供者には適切な考
慮期間も与えられる（移植令 9条 3項）。また、この説明
の経過は文書化して、10 年間保存することが義務づけら
れている（移植令 9条 4項）。生体からの摘出は、提供者
本人の生命の維持や治療とは一切関係がなく、第三者のレ
シピエントの利益のために行われるものである。そのた
め、提供者の同意が非常に重要な意味をもつ。同意は、第
三者の治療のための臓器等の摘出であるという内容を含
み、書面によって行わなければならない 53)。
生体からの移植は、死亡した者からの臓器提供の場合の
長い待機時間、移植用臓器の移送によって起こる臓器の劣
化等を避けることができるという点で、死亡した者からの
移植に比べて利点がある。しかし、提供者の移植後の健康
上のリスク等の欠点もあるため、提供者の生命又は健康に
重大な危険がない場合と定められている（移植法 12条 c）。
ただし、この「重大な危険」があるとして、生体からの臓
器提供ができない場合の基準が明確に示されていないと
いう問題も指摘されている 54)。
また、移植のために生体から臓器等を摘出することがで
きるのは、「レシピエントが、同等の利益が得られる他の
治療方法によっては処置されえない場合」に限られる（移
植法 12条 d）。
未成年者及び判断能力のない者の保護
未成年者や判断能力のない者からの臓器等の摘出につ
いては、原則的には禁止されているが、例外として、いく
つかの条件の下で組織又は細胞の摘出が認められている
（摘出が認められるのは「組織又は細胞」のみであり、「臓
器」の摘出は認められない 55)）。移植法 13 条 2項 a から
i にその条件が定められている。最小限の負担と最小限の
危険しかない場合、成年に達している提供者がいない場合
等である。成年に達している者からの摘出の条件と比較し
て、大きく異なっているのは、提供者とレシピエントの関
係として親等制限が設けられていることと、法定代理人の
同意や「独立した機関」の同意が必要なことである。
移植法 13条 2項 dによると、未成年者や判断能力のな
い者が提供者になる場合は、レシピエントは両親のうちの
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一方、子又は兄弟姉妹に限られる。教書によると、草案の
段階に比べて、「両親のうちの一方」と「子」がレシピエ
ントに加えられた。移植法13条2項iでは、「独立した機関」
の同意が摘出の条件として定められている。この機関につ
いては、移植法 13 条 4項において「州は、第 2項 i によ
る独立した機関を指定し、手続きを定める」とされている。
この機関としては民事裁判所や後見人を監督する官庁等
が念頭に置かれており、この機関が、摘出の条件を満たし
ているかどうか、未成年者が同意しているかどうかを検証
する。先に見たように、草案の段階では、これらの条件の
検証のための機関として、ドイツ移植法のように生体提供
委員会 56) の設置が構想されていたが、委員会の設置は法
案には盛り込まれなかった 57)。
また、本人の同意について触れておくと、未成年者で
あっても判断能力がある者は、説明を受け、同意していな
ければ摘出は認められない（移植法 13 条 2 項 g）。判断
能力のない者であっても、可能な限り説明手続きと同意手
続きに含まれなければならず（移植法 13 項 3 項）、摘出
を拒むような徴候がある場合には摘出は認められない（移
植法 13条 2項 h）。
交換生体提供（クロス移植）
生体からの臓器の摘出のうち、交換生体提供やクロス提
供（交換移植、クロス移植）（U‥berkreuz-Lebendspende, 
Crossover-Spende）とよばれるものについて補足しておき
たい。交換生体提供とは、例えば次の図のような事例である。
P1、P2 という夫婦がおり、そのうちの P1 は健康である
が、その配偶者 P2 は腎移植が必要な疾患を持っている。
P1 と P2 は血液型が不適合で移植は不可能である。また別
に、Q1、Q2 という夫婦がおり、同様にQ1 は健康で、Q2
は腎移植が必要であるが、Q1 から Q2 は移植が不可能で
ある。しかし、ここで P1 から Q2 への移植が可能で、か
つQ1 から P2 への移植が可能であるとする。この場合に、
P1 が Q2 に腎臓を提供し、Q1 が P2 に腎臓を提供するとい
う方法が交換生体提供とよばれるものである。こういっ
た移植をヨーロッパで最初に実施したのがスイスである。
1999 年に行われたこの移植は、バーゼルの大学病院で、
スイス人夫婦とドイツ人夫婦の間で行われた。スイス人夫
婦のうち透析を受けている妻に対して、ドイツ人夫婦のう
ちの健康な妻から腎臓が移植され、また、ドイツ人夫婦の
うち透析を受けている夫に対して、スイス人夫婦のうちの
健康な夫から同じく腎臓が移植された（1999 年当時もス
イスでは交換生体提供は違法ではなかったが、ドイツでは
1997 年に施行された移植法で――先にみたとおり生体移
植の場合は提供者とレシピエント間に制限が設けられて
おり――交換生体提供は違法であったために、ドイツ人夫
婦に対しては健康保険が支払われない等の問題が生じた
という）58)。
スイスの移植法では、提供者とレシピエントの関係につ
いて親等制限等はないので、交換生体提供は容認される。
ただし、交換生体提供については、臓器提供の無償性や臓
器売買の禁止という原則に抵触するのではないかという
疑念もある。交換生体提供において提供者が臓器を提供す
るのは、提供者自身の配偶者や近親者に対して臓器を提供
してもらうという見返りを期待してのことである。金銭は
介在していないが、臓器を提供することが利益提供にあた
る可能性があるという問題である。また、この交換生体提
供の一方が夫婦や近親者のペアであっても、もう一方がこ
のペアに合わせて「アレンジされた」ペアであることもあ
りうる 59)。例えば、交換生体提供のために作られた、交
換生体提供ネットワークのようなものから選ばれたペア
との臓器交換であれば、臓器売買の危険性が高まる 60)。
移植法 6条 2項では、「金銭的な利益又はその他の利益
とはみなさない」ものとして、提供者に直接生じる所得損
失及び経費の補償、摘出によって生じる提供者の損害の補
図・交換生体提供の例（矢印は臓器提供の方向）
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償、感謝の意思表示と並んで、交換生体提供があげられて
いる（移植法 6条 2項 d）。交換生体提供は当初から容認
される方向であったが 61)、議会に提出された法案の段階
では、この規定はなく、議会での議論の中で付け加えられ
た。
２．４　臓器の分配
臓器の分配については、移植法 16条から 23条までで、
適用領域、差別の禁止、国家分配機関の創設、待機者名簿、
患者と提供者の届出、国際的な臓器交換等について定めら
れている。関連する命令等も参照しながら、臓器分配に関
する規定を説明していく。
分配される臓器
移植法 16 条から 23 条までの臓器の分配に関する規定
は、「提供者が特定の者に提供する意思のない臓器の分配」
のみに適用される（移植法 16 条 1 項）。つまり、すべて
の臓器分配に適用されるわけではなく、死亡した者からの
提供であっても、生体提供であっても、提供者がレシピエ
ントを指定している臓器提供の場合には適用されない 62)。
また、分配される臓器については、移植法 16条 2項に
よれば、連邦参事会が別に定めることになっている。これ
については、臓器分配令 1条で定められており、心臓、肺、
肝臓、腎臓、膵臓（膵島も含む）、小腸の六つの臓器が移
植法 16条から 23条までの条項に基づいて分配される。
差別の禁止、待機者名簿への登載
これらの臓器の分配に際しては、差別の禁止が謳われ
ている（移植法 17 条 1 項）。ただし、臓器の分配を受け
る患者は、医師を通じて移植センターに届け出られて、各
移植センターで待機者名簿に搭載され移植を待つことに
なるが（移植法 21条）、スイス国内に居住地をもつ者と、
スイス国内に居住地をもたない者とでは、待機者名簿への
搭載の際と、臓器の分配の際に、異なった扱いを受ける。
これは、制定の経緯でも述べたように、外国からの移植ツ
アーを防ぐためである。
まず、スイス国内に居住地をもつ者は、待機者名簿に登
載され、分配に際しては平等に扱われる（移植法21条1項、
17条 2項）63)。
スイス国内に居住地をもたない者は、待機者名簿への
登載には追加的な条件が課せられ、また、待機者名簿に登
載されても、臓器の分配に際しては、スイス国内に居住
地をもつ者が優先される（移植法 21条 1項、17 条 3項）
64)。スイス国内に居住地をもたない者が臓器の分配を受け
ることができるのは、「移植が医学的に緊急であり、かつ、
スイス国内に居住地をもつ者が同じ状況にない場合」（移
植法17条 3項 a）か、「移植が医学的に緊急ではなく、かつ、
スイス国内に居住地をもつ移植患者を確認することがで
きない場合」（移植法 17 条 3 項 b）のいずれかの場合で
ある。
スイス国内に居住地をもつ者およびスイス国内に居住
地をもたない者の両者の待機者名簿への登載の条件につ
いては、臓器分配令 3条及び 4条で定められている。以
下に条文を訳出しておく。
臓器分配令　第 3条　待機者名簿への登載
1 患者は、次の場合に、待機者名簿に登載される、
a．移植が医学的に必要である場合、
b．移植の永続する医学的な禁忌がない場合、かつ、
c．移植の成果を危うくする、他の医学的根拠がな
い場合。
2 待機者名簿への登載は、患者の書面による承諾を条
件とする。
2bis 国外で待機者名簿に登載されている患者は、待機者
名簿には登載されない。ただし、相互的な臓器交換に
関する協定の枠内では、二重の登載が許される。65)
3 連邦内務省（EDI）は、移植の医学的適応及び禁忌
を定めることができる。
臓器分配令　第 4条　スイス国内に居住地をもたない
者に対する追加的条件
スイス国内に居住地をもたない者は、第 3条による条
件を満たしている場合で、かつ、次の場合に、待機者名
簿に登載される、
a．この者について、スイス滞在中に、移植の医学的
緊急性が生じた場合、
b．この者が、疾病保険に関する 1995 年 6 月 27 日
の命令の第 1条による保険加入義務の下にある
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場合、かつ、
c．スイスへの国境地帯に居住地をもち、かつ、スイス
の病院で長期間、医学的な看護を受けている場合。
このように、スイス国内に居住地をもつ者の場合は、待
機者名簿への登載にあたっては医学的根拠が基準になる
が、スイス国内に居住地をもたない者の場合は、医学的根
拠以外の条件も追加的に求められる。
分配の基準
分配の基準については、移植法 18条で定められている。
特に顧慮しなければならない基準は、医学的緊急性、医学
的利益、待機時間の三つである（移植法 18 条 1 項）。こ
れらの基準を教書にしたがって説明しておく 66)。医学的
緊急性の基準とは、健康状態のもっとも悪い患者に対し
て、臓器が分配されるということである。なお、腎臓の疾
患をもつ子どもは透析によって成長が阻害されることが
あるので、子どもが臓器分配において優遇されることも、
医学的緊急性の基準に含まれるとされている。医学的利益
の基準とは、血液型の適合性、提供臓器の生着率、臓器の
大きさ等の基準である。待機時間の基準とは、待機者名簿
への登載の日から移植を待つ期間の長さを考慮するとい
う基準である。
移植法 18条 2項では、患者の生理学的性質によって待
機時間が長くなるという不利益のある者に対して、臓器分
配の機会を公平にするという基準が定められている。例え
ば、血液型Ｏ型の患者は、Ｏ型の提供者からしか臓器提供
を受けることができず、Ｏ型の提供者が現れても、別の基
準によって他の血液型の患者に臓器が分配される可能性
もあり、Ｏ型の患者は他の血液型の患者よりも分配におい
て不利になり、待機時間が長くなってしまう。そのため、
こういった患者に臓器分配の公平な機会を与えるために、
Ｏ型の提供者の臓器はＯ型の患者に分配するか、分配の計
算式で特別なポイントを割り振る等の補正的な基準を考
えるということである。どの基準を優先するかについて
は、一般的な基準と、それぞれの臓器に応じた基準が、臓
器分配令 9条から 25条まで、そして連邦内務省臓器分配
令によって定められている。
国家分配機関
19 条 1 項では、「連邦は、国家分配機関を創設する」
となっているが、分配機関が新たに設立されたわけでは
なく、またこれまで全国レベルの分配機関がなかったわ
けではない。移植法の施行以前は、臓器の分配は、全国
レベルの臓器の調整を行うスイス・トランスプラント
（Swisstransplant）67) と、地域の移植拠点である移植セ
ンターが分担して行ってきた。ごく簡単に説明すると、次
のような仕組みで臓器の分配が行われていた。
第一段階として、緊急を要する患者や優先的に移植を受
けられる患者（例えば、16 歳未満の提供者の心臓に対し
て 16歳未満の患者）には、スイス・トランスプラントに
よって、スイス国内または国外からの臓器が提供される。
第二段階として、摘出された臓器について、緊急を要する
患者や優先的に移植を受けられる患者がいなかった場合
には、臓器が摘出された移植センターにいる患者に分配さ
れ移植される。第三段階として、摘出された臓器について、
適合する患者が移植センターにいなかった場合、あるいは
提供者がいる病院では移植を行っていない場合には、スイ
ス・トランスプラントによって規則的に各移植センターに
分配される 68)。このように各移植センターの裁量の権限
が大きかった。
移植法の下での臓器分配の任務については、移植法 54
条で、別の組織に委託することができると定められている
が、臓器分配令によって、国家分配機関の任務をスイス・
トランスプラントに委託することが決められた（臓器分配
令 38 条）。待機者名簿に関しては、先に述べたとおり各
移植センターが待機者の搭載・削除の決定を行い、その
データはすべて国家分配機関に報告され、国家分配機関が
一括して管理する（移植法 19条 2項 a）。
臓器提供の条件を満たしている死亡した者が出た場合、
および、未知の者への生体臓器提供の意思表示をしている
者がいる場合には、病院や移植センターは、必要なデータ
とともに国家分配機関に届け出る（移植法22条）。この届
出によって、国家分配機関は、提供者のデータ、待機者名
簿の患者のデータ、分配の基準をもとにして、レシピエン
トとなりうる患者を序列化し、すべての移植センターに伝
達する（臓器分配令28条 1項、2項）。このように、移植
法施行後は、緊急を要する患者がいない場合であっても、
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そのまま同じ移植センター内で摘出と移植が行われること
はなく、国家分配機関が一括して分配を行うことになる。
また、国家分配機関の役割として、移植法 23条による
国際的な臓器交換がある。提供される臓器について、スイ
ス国内でレシピエントが見つからない場合は、国家分配機
関が国外の分配組織に提供する。また国外からの臓器提供
については、国家分配機関だけが応じることができる。
２．５　認可義務等
移植法 2章 5節（24 条から 26 条まで）では、摘出の
届出義務、保管と輸出入の認可義務、臓器等の調製に関し
て、6節（27条から 29条まで）では、臓器移植を行う移
植センターの認可、移植センターの数の制限、組織と細胞
の移植の届出義務に関して、7節（30 条から 35 条まで）
では、注意義務として、提供者の適格性、検査義務、デー
タの記録、記録の保存等の義務に関して定められている。
また 8節（36 条）では、人の臓器、組織、細胞の移植の
臨床試験の届出義務等について定められている。このうち
27 条および 28 条の移植センターについてのみ説明して
おくことにする。
臓器移植を行うことができるのは、連邦保健庁の認可を
受けた移植センターのみである（移植法27条1項）。また、
移植センターは、移植法 28条によって設置数が制限され
る。臓器移植の質の向上、効果的な資源の投入、臓器の移
送上の問題、移植医療の発展といったものが、設置の制限
の基準となる。2007 年現在、スイス国内の移植センター
は六ヵ所で、バーゼル、ベルン、ジュネーブ、ローザンヌ、
ザンクト・ガレン、チューリッヒの大学病院または州立病
院にあり、それぞれ移植できる臓器が限定されている 69)。
２．６　胚・胎児の組織等の移植
移植法 2章 9節（37 条から 42 条まで）では、「人の胚
又は胎児の組織又は細胞」を移植目的で用いる際の取り扱
いについて定められている。ここでいう「人の胚又は胎児
の組織又は細胞」は、妊娠中絶によって得られる胚・胎児
の組織と細胞だけではなく、余剰胚から得られる組織と細
胞も含んでいる（以下では「妊娠中絶によって得られる胚・
胎児の組織と細胞」を「胎児組織」とよび、余剰胚から得
られる組織と細胞を「余剰胚由来の細胞」とよぶことにす
る。また、両方を含むものとして「胚・胎児の組織等」と
よぶことにする）。なお、すべて人に対する移植利用に関
する規定であるが、生殖医療の枠内での妊娠目的の胚の移
植には適用されない。
具体的には、胚・胎児の組織等の取り扱いに関する原則
と禁止（移植法 37 条）、認可義務（移植法 38 条）、胎児
組織の利用に関する提供者の説明と同意（移植法 39条）、
余剰胚由来の細胞の利用に関する夫婦の説明と同意（移植
法 40条）、医療従事者の独立性（移植法 41条）が定めら
れている。また移植法 42条では認可の条件等を連邦参事
会が別に定めるとされている。
胎児組織の移植利用については、スイス医科学アカ
デミーの「ヒト胎児組織の移植に関する医療倫理的指
針」が 1998 年に出されており、移植法の枠組みも基本
的にはこの指針に沿ったものとなっている 70)。胎児組織
の研究利用は、現在制定の作業に入っている人体研究法
（Bundesgesetz u‥ber die Forschung am Menschen）に
その規制が盛り込まれる見通しである。余剰胚由来の細胞
については、研究利用の規制として「幹細胞研究法」が
2005 年から施行されている。
原則と禁止
胎児組織の利用に関する原則として、妊娠中絶の時期と
方法は、胎児組織の移植とは独立して選択されなければな
らない（移植法 37 条 1 項）。移植利用する胎児組織の量
や質を改善するために、妊娠中絶の時期や方法を変更する
ことは、妊娠中絶を行う女性の健康上のリスクを高めるこ
とになるからである。
移植法 37条 2項は三つの禁止事項を定めており、第一
に、胚・胎児の組織等を摘出するために、発生後 7日目
以降の余剰胚、あるいは中絶した胎児全体を生きたまま保
存することを禁止している。胚、胎児全体ではなく、個々
の組織または細胞を保存することは当然許容される。発生
後 7日目以降の余剰胚を体外で保存することを禁止する
のは、幹細胞研究法の規定と一致している。
第二に、提供者が指定したレシピエントに対して胚・胎
児の組織等を移植することを禁止している。第三に、判断
能力のない女性の胚・胎児の組織等を移植目的で利用する
ことを禁止している。第二の禁止事項は、自分自身や近親
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者の治療に利用することを目的として女性が胎児を妊娠
し、中絶後にその組織を移植に用いるという事態を避ける
ためである 71)。
認可義務
胚・胎児の組織等を人に移植しようとする者は連邦保
健庁の認可を受けなければならない（移植法 38条 1項）。
臨床試験の認可、標準的な治療の認可の条件が、それぞれ
移植法 38条 2項及び 3項で定められている。また、認可
義務を負う者の義務、認可の手続きについては、移植法
42 条 c によって連邦参事会が別に定めることになってい
るが、これは、移植令 34 条、37 条 4 項及び 5項で定め
られている。
胎児組織の提供者の説明と同意
胎児組織の移植利用の際には、妊娠中絶とその後の移植
が独立して選択されなければならないという原則がある
が、胎児組織利用の説明は、妊娠中絶の手術の前に行われ
る。そのため、胎児組織の移植利用が妊娠中絶の決定に影
響を及ぼさないように─例えば、胎児組織の提供によっ
て誰かが助かるかもしれないということが妊娠中絶を後
押しするようなことがないように 72) ─、移植利用につ
いての照会は、女性が妊娠中絶を決定した後に初めて行う
ことができる（移植法 39条 1項）。
また提供者となる女性が、包括的に説明を受け、利用に
ついて自由に書面で同意した場合に初めて、胎児組織を移
植に用いることができる（移植法 39 条 2 項）73)。なお、
この説明に含まれるものは、移植法 42条によって連邦参
事会が規定することになっており、移植令 35条で次のよ
うに定められている。
移植令　第 35条　提供者の同意
1 妊娠中絶又は流産の際に得られる胚又は胎児の組織
又は細胞の提供者は、医療の専門家から、特に次の
ことに関して、包括的に、かつ、理解できるように
説明を受けなければならない、
a．組織又は細胞の利用の目的及び方法、
b．移植患者の保護のために、提供者に行われる診
断上の検査。
2 提供者には、同意に関する決定のために、適切な考
慮期間が認められなければならない。
余剰胚由来の細胞の提供者の説明と同意
移植法 40条で余剰胚由来の細胞の提供者の説明と同意
が定められている。まず、移植目的での余剰胚由来の細胞
の利用に関しては、胚の余剰が確認された後で初めて夫婦
に照会することができる（移植法 40 条 1 項）。胎児組織
の提供の場合とは違い、夫婦のどちらもが説明と同意の手
続きに含まれる。また、移植に利用できるのは、当該夫婦
が包括的に説明を受け、計画している利用について書面で
同意した場合である。説明に含まれるものは、移植令 36
条で定められており、内容は、胎児組織の提供者の同意に
ついて定めた移植令 35条とほぼ同じである。
医療従事者の独立性
移植を行う者の利害が妊娠中絶や生殖手続きに影響を
与えてはならないため、移植に関与する者は、妊娠中絶や
生殖手続きに関与してはならず、妊娠中絶を行う医療従事
者や生殖手続きに協力する医療従事者に干渉してはなら
ない（移植法 41条）。これは、人の死亡を確認する者と、
臓器等の摘出移植に関与する者との独立性（移植法 11条）
と同様の規定である 74)。
２．７　異種移植
スイスの移植法には、異種移植に関する規定も盛り込ま
れている。異種移植については、移植法施行前にはスイス
医科学アカデミーの見解「異種移植のための医療倫理的原
則75)」が2000年に出されている。この見解は「異種移植令」
によって効力を失っている。移植法における異種移植は、
移植法 3章 43 条から 48 条までで規定されている。スイ
ス移植法にいう異種移植とは、動物の臓器等を人に移植す
ることだけでなく、人の臓器等を体外で動物の臓器等と接
触させ、そうした人の臓器等を人に移植すること、そして
動物由来又は動物の臓器等と接触させた、人の臓器等から
作られた移植製剤を人に注入することも含む 76)。動物の
臓器を人に移植する異種移植は、外国での事例はあるが、
スイスではこれまでのところ行われておらず、標準的な
治療となるまでに 15 年から 20 年はかかるとされている
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77)。異種移植のもたらす可能性としては、臓器不足を解消
し、移植を待つ患者に対して十分な臓器等を供給できるよ
うになることがまず考えられる。その他には、移植を計画
的に行うことができ、患者や医療従事者の精神的な負担が
軽減できること、死の基準を脳死とすることについての倫
理的な問題を減らすことができること等がある 78)。しか
し、その一方で、異種移植の抱える困難として、連邦参事
会は次の四つの問題点を指摘している。第一に、人の臓器
の移植に比べて、動物の臓器を移植する場合に激しく起こ
る拒絶反応、第二に、動物の臓器が人の体内でどのように
機能するかがほとんどわかっていないこと、第三に、動物
の臓器を人に移植することによって、新種の病原体に感染
する可能性があること、第四に、レシピエントの精神や心
理的な同一性への影響が懸念されることである 79)。
移植法における異種移植の規定も、これらの問題点への
配慮として説明と同意、安全性の面で人から人への移植に
比べて厳格になっている。異種移植の臨床試験あるいは標
準的治療の認可の条件として、治療による利益や専門的及
び運営上の条件等の他に、住民への感染のリスクの排除が
あげられている（移植法 43 条 2 項及び 3項）。異種移植
の認可を受けた者の義務には、レシピエントが病原体に感
染していないかを定期的長期的に検査し、レシピエントが
死亡した場合は、病原体への感染の確認をするために死体
を検査することも定められている（移植法 44条）。
異種移植によって起こりうる感染のリスクは、レシピエ
ントだけではなく、その周囲にいる者も負う。そのため、
異種移植の説明と同意は、レシピエントだけではなく、医
療従事者も含まれる。また、レシピエントの性的パート
ナー等の接触者も感染のリスクがあるため、接触者に対す
る説明も求められている（移植法 48条 1項 i）。
なお、異種移植の臨床試験および標準的治療、その際の
注意義務、認可手続き等については、連邦参事会が異種移
植令を定めている。
２．８　移植製剤
移植製剤については、移植法 4章 49 条で主に定められ
ている。移植製剤とは、移植法 3条 dの定義によると「人
又は動物の臓器、組織又は細胞から製造された製品で、製
品又は製造方法が規格化されているもの」のことである。
移植製剤は、人や動物の臓器等を原料としているため移植
法において規制されるが、移植法の適用を受けない血液や
血液製剤と同等の扱いも求められる。そのため、移植法の
適用とともに、医療製品法が準用される。
人の臓器等が摘出されており、それを移植製剤の製造の
ために利用する場合、摘出に際しての提供者の説明と同意
の条件を満たしていなければならない（移植法 5条 1項）。
人の臓器等の売買は禁止されているが、移植製剤について
は売買の禁止は適用されない（移植法 7条 2項 b）。動物
由来の移植製剤を人に移植する場合には、動物の臓器等の
移植と同じ認可義務、検査義務がある（移植法 43条及び
45条）。
また、移植製剤の取り扱いには、医療製品法 3条の一
般的注意義務、5条から 33 条までの製造の認可、利用準
備の完了した医薬品の許可及び輸出入、国外での売買、販
売、処方等の規則、58 条から 67 条までの当局の市場の
監督、査察及び手数料の実施、84 条から 90 条までの行
政手続き、法的保護、罰則が準用される（移植法49条1項）。
移植製剤の領域での査察の権限は、医療製品法に基づいて
設置されているスイス医薬品局（Heilmittelinstitut）がも
つ（移植法 49 条 2 項）。人の臓器等から製造された移植
製剤の取り扱いについては、以上の項目に加えて、医療
製品法 36条から 41条までの原料への追跡可能性の確保、
適切な製造実践、検査義務等が準用され、移植製剤の臨床
試験には 53 条から 57 条までの医薬品の臨床試験に関す
る条件が準用される（移植法 49 条 3 項）。移植製剤の製
造のために臓器等を摘出する者は、医療製品法 36条の提
供者の適格性を審査する義務がある（移植法 49条 4項）。
医療製品法 86条 1項 dの血液及び血液製剤の取り扱いに
関する軽罪の罰則規定は、人の移植製剤の取り扱いにも適
用される（移植法 49条 5項）80)。
２．９　実施、罰則、最終規定
最後に移植法の実施、罰則、最終規定について、簡単に
まとめておく。
実施
移植法 5章（50 条から 68 条まで）は、移植法の実施
に関する規定である。移植法 50条 1項において、連邦が
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州に委託していない限り、実施の権限は連邦にあることが
示されている。この法律において、実施の権限が州にある
と定められているのは、病院及び移植センターにおける移
植活動の調整及び組織（移植法 56 条）、情報公開（移植
法 61条）、可罰的行為の訴追及び判定（移植法 70条）で
ある。
移植法 51 条から 55条 までは連邦の任務として、州に
よる移植法実施の監督、国際的な協力、医療従事者の継続
教育、実施任務の委任、移植法の実施及び効果の評価につ
いて定められている。
移植法 52 条による国際的な協力とは、国外の機関と
の情報交換や臓器等の交換の迅速化等のことであり、移
植法施行以前にもすでに国外の機関との臓器交換は行わ
れている。教書によると、2000 年には 59 の臓器がス
イス・トランスプラントによって国外に提供され、また
176 の臓器が国外からスイスに提供されたという。スイ
ス・トランスプラントのパートナーとしては、ユーロ・
トランスプラント（Eurotransplant）、フランス移植機関
(Etablissement Franc, ais des Greffes)、そしてイタリア、
スペイン、イギリスの当該機関があげられている 81)。移
植法 54 条の実施任務の委任では、移植法 19 条による臓
器分配、移植法 62 条による幹細胞の登録、移植法 63 条
による管理を、他の組織に委託することができると定め
られている。このうち、臓器分配についてはすでに述べ
たように、臓器分配令 38条によってスイス・トランスプ
ラントに委託されている。また、幹細胞の登録は、移植
令 50条 1項によってスイス血液幹細胞財団（Schweizer 
Stiftung Blut - Stammzellen）82) に委託されている。
移植法 56条では、移植法の実施に関して、州の任務に
ついて定められている。州は、移植に関する活動を、提供
者を世話する病院及び移植センターにおいて組織し、調整
する（移植法 56 条 1 項）。移植に関する活動とは、具体
的には早い段階で提供者を見つけ、近親者に問い合わせる
こと、また臓器の摘出、摘出した臓器の保存等の措置のこ
とである。そのために、州に対して、地域的な調整を行う
者（コーディネーター）を置くことと、医療従事者の継続
教育の実施が求められている（移植法 56 条 2 項）。コー
ディネーターは、病院や移植センターで、複雑な移植のプ
ロセスを指揮し、監視する 83)。また、コーディネーターは、
提供者とその親族が適切に世話されていること、提供者が
国家分配機関に届け出られていることについて特に配慮
しなければならない（移植法 56条 3項）。
移植法 57 条から 60 条までは、法律の実施を委託され
た者の守秘義務、移植法に基づいて収集されたデータの秘
密性、データの公表の条件、外国の官庁及び国際組織との
データ交換について定めている。移植法 61条は、連邦保
健庁及び州等が行う移植医療の広報について定めている。
移植法 62条は、幹細胞登録簿（Stammzellenregister）
についての条項である。幹細胞の移植には提供者とレシピ
エントの組織型の適合性が非常に重要であるため、提供さ
れた組織の類型化に必要なデータを蓄積する。その蓄積さ
れたデータが幹細胞登録簿である。移植法62条1項では、
連邦保健庁が幹細胞登録簿を管理するとされている。しか
し、先に述べたとおり、幹細胞登録簿の管理はスイス血液
幹細胞財団に委託されている。幹細胞登録簿に登録される
幹細胞は、現在のところは新生児の臍帯血や成人から採取
される血液幹細胞だが、移植法では血液幹細胞のみとは限
定されていない。教書によれば、将来的に、その他の組織
幹細胞や胚性幹細胞の登録ができるようにあえて限定さ
れていない 84)。
移植法 63 条から 65 条までは、連邦保健庁による管理
に関する権限、連邦保健庁の任務の達成に対して臓器等を
扱う者が負う協力義務、連邦保健庁がとる措置について定
められている。移植法 66 条及び 67 条では、移植法の実
施にかかる費用の分担、手数料の徴収について定められて
いる。このうち手数料については、移植法 67条 2項で「連
邦参事会は、連邦機関による実施の手数料を定める」とあ
り、「移植手数料令」が制定されている。
移植法 68条は法的保護として、移植法及び移植法の施
行命令に基づく処分に対する異議申し立てについて定め
られている。移植法 68 条は、施行前の 2006 年に改正さ
れている。この改正は、「連邦裁判所法及び行政裁判所法
の規定への諸法令の適合に関する連邦議会命令 85)」によ
るものである。これは裁判所の再編によって出された連
邦議会命令であり、移植法 68条の改正前の異議申し立て
は「医薬品に関する上訴委員会（Rekurskommission fu‥r 
Heilmittel）」に行うことになっていた。しかし、「医薬品
に関する上訴委員会」の法的根拠となっている医療製品法
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85 条は「連邦行政裁判所に関する連邦法 86)」の施行に伴っ
て廃止され、「医薬品に関する上訴委員会」の役割は連邦
行政裁判所に吸収された。そのために、移植法 68条が改
正されて、異議申し立ては連邦行政裁判所に対して行うこ
ととされた。
罰則
移植法 69 条から 71 条までは罰則である。罰則
は、違反の重さによって軽罪（Vergehen）と軽犯罪
（U‥bertretungen）に分けられる。より重い軽罪にあたる
のは、刑法典による重大な可罰的行為がない限りで、人の
健康を危険にさらす違反行為、臓器売買や臓器分配の差別
等社会倫理的観点から批難される違反行為等である。胚や
胎児、胎児組織の濫用も軽罪にあたる。故意にこれらのこ
とを行う場合には、軽懲役刑又は 20万フラン以下の罰金
刑（移植法 69 条 1 項）、業として行う場合には、5年以
下の軽懲役刑又は 50 万フラン以下の罰金刑（移植法 69
条 2項）、過失で行う場合には、6ヵ月以下の軽懲役刑又
は 10 万フラン以下の罰金刑（移植法 69 条 3項）に処せ
られる。また、教書によれば、人の健康が損なわれた場合
には、生命に対する可罰的行為に関する刑法典の規定（過
失致死又は故意殺、傷害罪）が適用される 87)。
移植法 70 条による軽犯罪にあたる違反行為は、移植以
外の目的での臓器等の摘出に関する規則の違反、関係者の
独立性に関する規則の違反、届出義務の違反、認可なく認
可義務のある行為を行うこと、守秘義務への違反等があ
る。これらの違反に対しては、拘留又は 5万フラン以下
の罰金刑に処せられる。
移植法 71条は、管轄及び行政刑法に関する規定である。
移植法 71条 1項によって、移植法及び関連する施行命令
における違反行為の訴追及び判定が州の任務であるとさ
れている。移植法 71条 2項では、行政刑法 6条及び 7条
（業務上の違反行為）、15条（文書偽造、偽造文書の行使）
が適用されると定められている 88)。
最終規定
最終規定は、既存法の廃止及び改正、移行規定、レファ
レンダム及び施行についてである。既存法の廃止として
は、「移植体の管理に関する連邦決議」が廃止されている
（移植法 72条）。また、製造物賠償責任法が改正され、製
造物賠償責任法 3条 2項と 5条 1項の 2に、異種移植に
用いる動物の臓器等及び移植製剤が製造物賠償責任法の
対象となることが追加されている（移植法 73 条）。連邦
司法法も改正され、行政裁判所への異議申し立てが許され
ないものとして、待機者名簿への登載と臓器分配に関する
処分が、連邦司法法 100 条 1項 z に追加されている。
移植法 74条の移行規定は、移植法により新たに届出義
務又は認可義務が発生したものについて、法律の施行から
6ヵ月以内に報告又は申請を求めることや、移植体の管理
に関する連邦決議によって認可された案件は、移植法施行
後も認可期限の経過まで有効であることを定めるもので
ある。
移植法 75条はレファレンダムと施行に関する規定であ
る。移植法は任意的レファレンダムに付される（移植法
75 条 1 項）。レファレンダム期限が経過した後に、連邦
が施行を決定することになる（移植法 75 条 2 項）。移植
法は 2004 年 10 月 8日に成立し、レファレンダム期限は
2005 年 1 月 27 日に設定された。移植法の制定の経緯で
述べたとおり、レファレンダムは行われず、その後、四つ
の施行命令――移植令、臓器分配令、異種移植令、移植手
数料令――が制定された。そして、移植法と四つの施行命
令は、2007 年 7月 1日から施行されることになった。
おわりに
ここまでスイス移植法の制定の経緯と移植法の概要に
ついて見てきた。スイスでは、移植法の制定以前にも、州
法や連邦決議、医科学アカデミーの指針等に基づいて、移
植医療が行われていた。そのため連邦法として新たに移植
法を制定するに際して、移植医療の枠組みを一から構築す
るというわけではなく、これまでばらばらに行われてきた
ものを、規制を明確にして、移植医療の手続きを連邦レベ
ルで統一しようというものであった。こうした事情もあっ
て、連邦憲法の改正の義務的レファレンダムの結果や、移
植法の任意的レファレンダムに対する取り組みなどから
わかるように、移植法には大きな反対はなかった。しかし、
緑の党は、国民議会において「脳死」と「死」の同一視に
反対し、キリスト教保守派の勢力は、胚や胎児の利用に反
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対していた。あるいは、生体提供委員会の設置の断念や、
議会の議論の中で生体提供登録簿の作成の断念があり、生
体移植に対する規制が緩められていった。こうしたこと
は、移植法の条文を追うだけでは見えてこない。私が本稿
で描きたかったことはここにあり、移植法の概要を記すだ
けではなく、脳死、生体移植、胎児組織の利用、異種移植
といった倫理的問題を含む法案に対して、スイス国民が、
あるいはスイスの政党がどのような態度を取り、どのよう
な議論があったのかを見ておきたかったのである。
以前から追っていた胎児組織の利用に関して、現在の
状況について触れておくと、移植法によって胎児組織の
移植利用の規制が行われたが、本文で述べたとおり、人
体研究法において研究利用の規制が行われる見通しであ
る。連邦憲法改正案（連邦憲法 118a 条として「人体研究
（Forschung am Menschen）」の条項を追加する改正案）
が、2008 年 9 月 15 日の国民議会で可決されたことが、
現時点（2008 年 9月末）で判明している。また、人体研
究法の草案も作成され、すでに意見聴取手続きを終えてい
る。この法案が今後どのような経過をたどり、どのような
議論が行われるのかにも注目していきたい。
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および、Jean-Franc, ois Dumoulin, Organtransplantation in 
der Schweiz, Das Recht am Scheideweg zwischen Leben und Tod, 
1998.
69) それぞれの移植センターで移植できる臓器は次のとおりであ
る。バーゼル（腎臓）、ベルン（心臓、膵島、肝臓、腎臓）、
ジュネーブ（膵臓、小腸、膵島、肝臓、腎臓）、ローザンヌ（心
臓、肺、腎臓）、ザンクト・ガレン（腎臓）、チューリッヒ（膵
臓、膵島、心臓、肝臓、肺、腎臓）。なお、この情報は、連
邦保健庁とスイス・トランスプラントのウェブページから得
た（2008 年 9月 30 日現在）。
http://www.bag.admin.ch/transplantation/00696/02573/
02958/index.html
http://www.swisstransplant.org/ger/Transplantation/
Transplantationszentren
70) 胎児組織の移植利用に関するスイス医科学アカデミー指針
は、移植法の施行にともなって失効している。この指針は、
Schweizerische A‥ rztezeitung, 79(39), 1998, S.1936-1940
に収録されている。また、邦訳が、厚生労働科学研究費補助
金ヒトゲノム・再生医療等研究事業（主任研究者・玉井真理
子）『ヒト胎児組織の供給システムのあり方と胎児組織提供
コーディネーターの役割に関する研究　平成 15 年度総括研
究報告書』、2004 年、65-75 頁に収録されている。
71) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 161.
72) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 162f.
73) 移植法では、男性の同意は必要とはされていない。
74) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 163.
75) SAMW Stellungnahme, Medizinisch-ethische Grundsa‥tze 
zur Xenotransplantation.
76) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 47. およ
び、移植令 2条 1項。
77) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 48.
78) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 48.
79) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 48f.
80) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 170.
81) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 171.
82) この財団の前身として、1988 年にスイス・トランスプラン
トによって骨髄提供登録のための組織が作られ、1992 年
に「スイス骨髄提供登録財団」が設立されている。これが、
2005年に名称変更されて「スイス血液幹細胞財団」となった。
83) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 174. 州
の任務やコーディネーターの任務については、移植令 45 条
から 47条までで詳しく規定されている。
84) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 178. 幹
細胞登録簿については、移植令 50条から 52条も参照。
85) Verordnung der Bundesversammlung vom 20. 
Dezember 2006 u‥ber die Anpassung von Erlassen an 
die Bestimmungen des Bundesgerichtsgesetzes und des 
Verwaltungsgerichtsgesetzes.
86) B u n d e s g e s e t z v om 17 .  J u n i  2005 u‥ b e r  d a s 
Bundesverwaltungsgericht (Verwaltungsgerichtsgesetz, 
VGG)、 2007 年 1月 1日施行。
87) Botschaft zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 181.
88) 行政刑法 1 条「適用領域」によると「違反行為の判定
が連邦の行政官庁に委任されている場合に、この法律が
用いられる（Ist die Verfolgung und Beurteilung von 
Widerhandlungen einer Verwaltungsbeho‥rde des Bundes 
u‥bertragen, so findet dieses Gesetz Anwendung.）。」移植
法 71 条 2 項の規定は、州によっても行政刑法 6条、7条、
15 条が適用可能であると表明するものである（Botschaft 
zum Transplantationsgesetz, BBl 2001 183）。
本稿は、平成 20年度科学研究費補助金・若手研究（Ｂ）「胚、胎
児に関する倫理的議論の再構築―人格か否かという議論を超えて
―」（課題番号 19720008）の研究成果の一部である。
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第 1章　総則
第 1条　目的
1 この法律は、臓器、組織又は細胞を移植目的に使用する
ことができる条件を定めるものである。
2 この法律は、人の臓器、組織又は細胞を移植目的に利用
することに寄与することを目的とする。
3 この法律は、人についての移植医療の適用の際に、臓器、
組織又は細胞の濫用、特に、臓器の売買を防ぎ、かつ、
人間の尊厳、人格性及び健康を保護することを目的とす
る。
第 2条　適用範囲
1 この法律は、人由来又は動物由来の臓器、組織又は細胞、
及びそこから製造された製品（移植製剤）であって、人
に移植するためのものに適用する。
2 この法律は、次のものには適用しない、
 a． 人工の又は失活した臓器、組織又は細胞、
 b． 血液幹細胞を除いた血液、
 c． 血液製剤、
 d． 人についての生殖補助医療の枠内の生殖細胞、受精
した卵細胞及び胚。
3 自家移植のための臓器、組織又は細胞の取り扱いには、
第 36 条及び第 50 条から第 71 条までが適用される。
連邦参事会は、移植の前に調製される自家移植のための
臓器、組織又は細胞に関して、質及び安全性のための規
定を定めることができる。自家移植のための移植製剤に
は、第 4条、第 7条第 2項 b、第 49 条及び第 63 条か
ら第 65条までが適用される。
第 3条　定義
この法律における定義、
 a．臓器　身体のすべての部分であって、その細胞及び
組織が一定の機能をもって一体をなしているもの
をいう。臓器と同等のものには、臓器の部分であっ
て、その機能において臓器と同等であるもの、及び
様々な組織から構成されている人体の部分であっ
て、一定の機能をもっているものがある、
 b． 組織　構造化された細胞集積のことで、人体におい
て共同して機能する同種の又は別種の細胞から構
成されているものをいう、
 c． 細胞　個々の細胞、構造化されていない細胞塊及び
細胞浮遊液であって、同種の細胞のみからなるもの
をいう、
 d． 移植製剤　人又は動物の臓器、組織又は細胞から製
造された製品で、製品又は製造方法が規格化されて
いるものをいう。
第 4条　一般的注意義務
臓器、組織若しくは細胞、又は移植製剤を取り扱う者は、
人の健康が危機にさらされないように、科学技術の水準に
より必要となるすべての措置を講じなければならない。
第 5条　移植以外の目的の摘出
1 臓器、組織又は細胞が移植以外の目的で摘出されている
場合には、第 8条、第 12条 b、第 13条第 2項 f 及び g、
第 39 条第 2項、並びに第 40 条第 2項による説明と同
意に関する規定が遵守されている場合にのみ、保管、移
植又は移植製剤の製造のために使用することができる。
2 第 1 項による説明と同意に関する規定は、臍帯血から
の血液幹細胞の取り扱いにも適用する。
付録：スイス移植法試訳
臓器、組織及び細胞の移植に関する連邦法（移植法）
（2004 年 10 月 8日成立、2007 年 7 月 1日施行）
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第 2章　人の臓器、組織及び細胞
第１節　無償性及び売買の禁止
第 6条　提供の無償性
1 人の臓器、組織又は細胞の提供のために、金銭的な利益
又はその他の利益を供与し、又は受領することは禁止す
る。
2 次のものは、金銭的な利益又はその他の利益とはみなさ
ない、
 a． 提供者に直接生じる所得損失及び経費の補償、
 b． 提供者が臓器、組織又は細胞の摘出によってこうむ
る損害の補償、
 c． 感謝を表す事後的な象徴的意思表示、
 d． 交換生体提供。
第 7条　売買の禁止
1 次のことは、禁止する、
 a． 人の臓器、組織又は細胞を、スイス国内で又はスイ
ス国内から国外で売買すること、
 b． 対価を払って又は利益供与によって取得されてい
る人の臓器、組織又は細胞を摘出し、又は移植する
こと。
2 禁止は、次のものには適用しない、
 a． 移植に関して生じる経費の補償、特に、摘出、移送、
調製、保存及び移植にかかる費用、
 b． 第 49 条による移植製剤。
第 2節　死亡した者からの臓器、組織又は細胞の摘出
第 8条　摘出の条件
1 臓器、組織又は細胞は、次の場合に、死亡した者から摘
出することができる、
 a． 死亡した者が、死亡の前に摘出に同意している場合、
 b． 死亡が確認されている場合。
2 死亡した者の文書化された同意又は拒否がない場合に
は、提供の意思表示を知っているか否かを、近親者に照
会しなければならない。
3 近親者が提供の意思表示を知らない場合には、近親者が
摘出に同意した場合に、臓器、組織又は細胞を摘出する
ことができる。近親者は、自らの決定の際に、死亡した
者の推定される意思を尊重しなければならない。
4 近親者が存在しない、又は連絡が取れない場合には、摘
出は許されない。
5 死亡した者の意思は、近親者の意思に優先する。
6 死亡した者が、臓器、組織又は細胞の摘出に関する決定
を、自らの信任する人に明白に委任していた場合には、
この者が近親者の代理となる。
7 提供の意思表示をすることができるのは、満 16歳に達
している者である。
8 連邦参事会は、近親者の範囲を画定する。
第 9条　死亡の基準及び確認
1 人が死亡しているのは、脳幹を含めた脳の諸機能が不可
逆的に消失している場合である。
2 連邦参事会は、死亡の確認に関する規定を定める。連邦
参事会は、特に、次のことを定める、
 a． 脳幹を含めた脳の諸機能の不可逆的消失であると
推察できるために、どのような臨床的徴候がなけれ
ばならないか、
 b． 死亡を確認する医師に対する要求水準。
第 10 条　準備的な医学的措置
1 臓器、組織又は細胞の保存にのみ役立つ医学的措置は、
提供者が包括的に説明を受け、かつ、自由に同意してい
る場合にのみ、提供者の死亡の前に行うことができる。
2 この措置は、次の場合には、禁止する、
 a．この措置が患者の死亡を早める場合、
 b．この措置が、提供者が永続的な植物状態に陥ること
になりうる場合。
3 提供の意思表示がない場合には、この措置は、患者の死
亡の後、近親者の決定時まで行うことができる。連邦参
事会は、この措置を最長でいつまで行うことができるか
を定める。
第 11条　関係者の独立性
1 人の死亡を確認する医師は、次のことをしてはならな
い、
 a．臓器、組織又は細胞の摘出及び移植に協力すること、
 b．この措置に関与する医療の専門家の指示を受けるこ
と。
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2 臓器、組織又は細胞を摘出又は移植する医師、及びそれ
に関与する医療従事者は、死亡した者の世話をし、又は
死亡を確認する者を、時間切迫下に置いてはならず、又
はその他の方法で干渉しようとしてはならない。
第 3節　生きている者からの臓器、組織又は細胞の摘出
第 12 条　摘出の条件
臓器、組織又は細胞は、次の場合に、生きている者から摘
出することができる、
 a． この者が、判断能力をもち、かつ、成年に達してい
る場合、
 b． この者が、包括的に説明を受け、かつ、自由に書面
で同意している場合、
 c． この者の生命又は健康に重大な危険がない場合、
 d． 移植患者 1) が、同等の利益が得られる他の治療方
法によっては処置されえない場合。
第 13 条　判断能力のない者又は未成年者の保護
1 判断能力のない者又は未成年者から、臓器、組織又は細
胞を摘出してはならない。
2 再生可能な組織又は細胞の摘出には、次の場合に、例外
が認められる、
 a． 摘出が、判断能力のない者又は未成年者にとって、
最小限の危険かつ最小限の負担しかもたらさない
場合、
 b． 移植患者が、同等の利益が得られる他の治療方法に
よっては処置されえない場合、
 c． 判断能力をもち、かつ、成年に達している適当な提
供者がいない場合、
 d． 移植患者が、提供者の両親のうちの一方、子又は兄
弟姉妹である場合、
 e． 提供が、移植患者の生命を救うのに適当である場合、
 f． 法定代理人が、包括的に説明を受け、かつ、自由に
書面で同意している場合、
 g． 判断能力があるが未成年の提供者が、包括的に説明
を受け、かつ、自由に書面で同意している場合、
 h． 判断能力のない者が摘出を拒むような徴候がない場合、
 i． 独立した機関が同意している場合。
3 判断能力のない者は、可能な限り、説明手続き及び同意
手続きに含まれなければならない。
4 州は、第 2項 i による独立した機関を指定し、手続きを
定める。
第 14 条　経費の補償及び保険上の保護
1 生きている者から臓器、組織又は細胞を摘出する者は、
この生きている者が摘出によって起こりうる重大な結
果に対して適切に保険に入っていることを保障しなけ
ればならない。
2 生体の提供がないときに、移植患者の疾患の治療にかか
る費用を負担することになっている保険者は、次のもの
を引き受ける、
 a． この保険の費用、
 b． 摘出に関連して提供者に生じる所得損失又はその
他の経費の適切な補償。
3 第 2 項による費用負担義務は、摘出又は移植を行うこ
とができない場合にも適用される。移植患者の保険者が
わからない場合には、連邦が費用を負担する。
4 連邦参事会は、特に、次のことを定める、
 a． 提供者が保険を受けられる重大な結果、
 b． 第 1項による保険の内容と範囲、
 c． 第 2項 bによるその他の補償されるべき経費。
第 15 条　連邦参事会の規定
1 連邦参事会は、第 12 条 b 並びに第 13 条第 2項 f 及び
gによる説明に対する要求水準を画定する。
2 連邦参事会は、移植患者にとって同等の利益が得られな
い他の治療方法を定めることができる。
第 4節　臓器の分配
第 16 条　適用領域
1 本節は、提供者が特定の者に提供する意思のない臓器の
分配に適用する。
2 連邦参事会は、次のことを行う、
 a． 本節により分配されなければならない臓器を定める、
 b． 本節を、組織及び細胞の分配にも適用できることを
表明することができる。
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第 17 条　差別の禁止
1 何人も、臓器の分配に際して差別されてはならない。
2 スイス国内に居住地をもつ者は、分配に際して平等に扱
われなければならない。
3 スイス国内に居住地をもたない者であって、第 21条第
1項により待機者名簿に登載されている者には、次の場
合に、利用できる臓器が分配される、
 a． 移植が医学的に緊急であり、かつ、スイス国内に居
住地をもつ者が同じ状況にない場合、又は、
 b． 移植が医学的に緊急ではなく、かつ、スイス国内に
居住地をもつ移植患者を確認することができない
場合。
4 原則として、臓器の分配を要求する権利はない。
第 18 条　標準的な基準
1 分配に関して、特に、次の基準を顧慮しなければならない、
 a． 移植の医学的緊急性、
 b． 移植の医学的利益、
 c． 待機時間。
2 分配に際して努めなければならないことは、患者の生理
学的性質に基づいて待機時間が長期にわたることを予
期しなければならない患者が、そういった性質を持たな
い患者と同じ蓋然性をもって、臓器の分配を受けるとい
うことである。
3 連邦参事会は、基準を適用する順序、又は基準の重要度
を定める。
第 19 条　国家分配機関
1 連邦は、国家分配機関を創設する。
2 国家分配機関は、次のことを行う、
 a． 臓器の移植を待つ者の名簿（待機者名簿）を作成す
る、
 b． 利用できる臓器を、移植センターとの協議により、
移植患者に分配する、
 c． 分配に関連するすべての活動を、国家的水準で組織
し調整する、
 d． 国外の分配組織と共同作業を行う。
3 国家分配機関は、すべての決定について書類を作成し、
これを 10年間保存する。
4 連邦参事会は、分配手続きを定める。
第 20 条　患者の届出
治療を行う医師は、医学的に移植が必要な患者を、書面に
よる同意とともに遅滞なく移植センターに届け出なけれ
ばならない。届出は、代替治療が実施される場合にも、行
わなければならない。
第 21 条　待機者名簿
1 スイス国内に居住地をもつ者は、待機者名簿に登載され
る。連邦参事会は、スイス国内に居住地をもたない者で
待機者名簿に搭載される者を定める。
2 移植センターは、待機者名簿に登載され、又は待機者名
簿から削除されなければならない者を決定する。移植セ
ンターは、その際には医学的根拠のみを顧慮することが
できる。第 17条第 1項が準用される。
3 移植センターは、自らの決定を、必要なデータとともに
国家分配機関に報告する。
4 連邦参事会は、次のことを詳細に画定する、
 a． 第 2項による医学的根拠、
 b． 第 3項による必要なデータ。
第 22条　提供者の届出
1 病院及び移植センターは、国家分配機関に、必要なデー
タとともに、臓器摘出の条件を満たしているすべての死
亡した者を届け出る。連邦参事会は、必要なデータを詳
細に画定する。
2 医師、病院及び移植センターは、生きている間に未知の
者に臓器を提供することの意思表示を、医師、病院及び
移植センターに対して行っている者がいるとき、国家分
配機関への届出の義務を負う。
第 23 条　国際的な臓器交換
1 スイス国内で、臓器に関して移植患者を見つけることが
できない場合には、国家分配機関は、臓器を国外の分配
組織に提供する。第 18条第２項による患者のための国
際的な綱領の枠内の臓器交換については、この限りでは
ない。
2 国外からの臓器提供には、国家分配機関のみが応じるこ
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とができる。
3 国家分配機関は、国外の分配組織と、相互の臓器交換に
関する取り決めを結ぶことができる。このことは、連邦
保健庁による許可を要する。
第 5節　摘出、保管、輸出入、調製
第 24 条　摘出の届出義務
1 人の臓器、組織又は細胞を摘出する者は、これを連邦保
健庁に届け出なければならない。
2 連邦参事会は、届出の内容及び届出義務を負う者の義務
を定める。
第 25 条　保管及び輸出入の認可義務
1 次の者は、連邦保健庁の認可を要する、
 a． 組織又は細胞を保管する者、
 b． 第 16 条から第 23 条までによらずに分配される臓
器、及び組織又は細胞を、輸入又は輸出する者。
2 保税倉庫への保管は、輸入とみなす。
3 認可は、次の場合に、与えられる、
 a． 必要な専門的及び運営上の条件が満たされている
場合、
 b． 適切な質的安全性の体制が整っている場合。
4 連邦参事会は、認可及び認可手続きの条件を定め、認可
義務を負う者の義務を定める。
第 26 条　調製
連邦参事会は、臓器、組織又は細胞の調製に関する規定を
定めることができる。連邦参事会は、その際に、国際的に
評価のある指針及び規範を顧慮する。
第 6節　移植
第 27 条　認可義務
1 臓器は、連邦保健庁の認可を受けている移植センターに
おいてのみ、移植することができる。
2 認可は、次の場合に、与えられる、
 a． 必要な専門的及び運営上の条件が満たされている
場合、
 b． 生きている提供者の健康状態の追跡も保障する、適
切な質的安全性の体制が整っている場合、
 c． 移植の質が確保されている場合。
3 移植センターは、移植の結果を統一的基準により、記録
し、評価し、及び定期的に公開する。
4 連邦参事会は、組織又は細胞の移植を、連邦保健庁の認
可にまかせることができる。
第 28 条　移植センターの数の制限
連邦参事会は、移植センターの数を、州との取り決めに
よって、及び移植医療の領域の発展を顧慮して制限するこ
とができる。
第 29 条　届出義務
1 組織又は細胞を移植する者は、これを連邦参事会に届け
出なければならない。
2 連邦参事会は、届出の内容及び届出義務を負う者の義務
を定める。
第 7節　注意義務
第 30 条　提供者の適格性
1 臓器、組織又は細胞を摘出し、又は移植する者は、提供
者の適格性を審査しなければならない。
2 次の者は、提供から除外しなければならない、
 a． 動物の臓器、組織若しくは細胞、又はそこから製造
された移植製剤が移植された者、
 b． a で挙げた者以外の者であって、臓器、組織又は細
胞により、病原体が伝染することがある者、又は移
植患者の健康がその他の方法で損害を受けること
がある者、第 31条第 2項 cが留保される。
3 連邦参事会は、提供の適格性に対する要求水準、その適
格性の解明の権限及びその際に収集するデータを定め
る。
第 31 条　検査義務
1 臓器、組織又は細胞を摘出し、又は移植する者は、病原
体又はその徴候について検査されていることを確認し
なければならない。
2 連邦参事会は、特に、次のことを定める、
 a． どのような病原体又はその徴候について検査しな
ければならないか、
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 b． どのような検査を利用することができるか、
 c． どのような場合に、臓器、組織又は細胞を、反応し
た検査結果があっても、移植することができるか。
3 連邦参事会は、病原体の感染がないことをその他の方法
で確認することができる場合には、検査義務の例外を定
めることができる。
第 32 条　病原体の除去及び不活性化
連邦参事会は、連邦保健庁が病原体の除去又は不活性化の
手続きを容認した場合にはじめて、その手続きを適用でき
ることを、定めることができる。
第 33条　標示義務
臓器、組織又は細胞、及び付属する試料は、間違いなく同
定することができるように、標示されなければならない。
第 34 条　記録義務及び追跡可能性
1 臓器、組織又は細胞を取り扱う者は、次のことを行わな
ければならない、
 a． 健康の保護のために重要なすべての事象を記録す
ること、
 b． データが提供者及び移植患者まで追跡できるよう
に、この記録を行うこと。
2 臓器、組織又は細胞の摘出及び移植の度に、特に、提供
者及び移植患者の姓名及び生年月日を記録しなければ
ならない。
第 35 条　保存義務
1 第 34 条による記録及びすべての重要な書類は、20 年
間保存しなければならない。
2 業務が、この期限の満了以前に終了する場合には、全記
録を確実に保存し、又は、これが不可能な場合には、連
邦保健庁に移管しなければならない。
第 8節　臨床試験
第 36 条
1 第 38 条による認可を要しない、人の臓器、組織又は細
胞の移植の臨床試験は、実施の前に連邦保健庁に届け出
なければならない。
2 連邦保健庁は、この法律による条件が満たされていない
限り、臨床試験を禁止し、又は臨床試験の実施に賦課事
項及び要件を伴わせることができる。連邦保健庁は、臨
床試験をいつでも査察することができる。
3 連邦参事会は、特定の臨床試験に関して、例えば遺伝工
学的に改変された臓器、組織又は細胞を用いた試験に関
して、届出義務にかえて、認可義務を導入することがで
きる。
4 臨床試験の終了又は中断は、連邦保健庁に届け出なけれ
ばならない。
5 臨床試験には、これに加えて、2000 年 12 月 15 日の医
療製品法（HMG）第 53条から 57条までが準用される。
第 9節　人の胚又は胎児の組織又は細胞の取り扱い
第 37 条　原則及び禁止
1 妊娠中絶の時期及び方法は、後に行われる胚又は胎児の
組織又は細胞の移植から独立に選ばれなければならない。
2 次のことは禁止する、
 a． 組織又は細胞を移植目的で摘出するために、発生後
７日目以降の余剰胚、又は中絶された胚若しくは胎
児全体を人工的に生きたまま保存すること、
 b． 提供者によって指定されている者に、胚又は胎児の
組織又は細胞を移植すること、
 c． 判断能力のない女性の胚又は胎児の組織又は細胞
を移植目的で利用すること。
第 38 条　認可義務
1 胚又は胎児の組織又は細胞を人に移植しようとする者
は、連邦保健庁の認可を要する。
2 臨床試験の認可は、次の場合に、与えられる、
 a． 治療による利益が期待できる場合、
 b． 必要な専門的及び運営上の条件が満たされている
場合、
 c． 適切な質的安全性の体制が整っている場合。
3． 標準的治療の認可は、次の場合に、与えられる、
 a． 治療による利益が証明されている場合、
 b． 移植患者が、同等の利益が得られる他の治療方法に
よっては処置されえない場合、
 c． 第 2項 b及び cによる条件が満たされている場合。
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第 39 条　提供者の説明と同意
1 移植目的での胚又は胎児の組織又は細胞の利用に関し
て、中絶の決定が確定した後で初めて、女性に照会する
ことができる。
2 胚又は胎児の組織又は細胞は、提供者が包括的に説明を
受け、かつ、計画している利用について自由に書面で同
意している場合にのみ、移植することができる。
第 40 条　当該夫婦の説明と同意
1 移植目的での余剰胚由来の組織又は細胞の利用に関し
て、胚の余剰が確認された後で初めて、当該夫婦に照会
することができる。
2 余剰胚由来の組織又は細胞は、当該夫婦が包括的に説明
を受け、かつ、計画している利用について自由に書面で
同意している場合にのみ、移植することができる。
第 41 条　医療従事者の独立性
移植に関与する者は、妊娠中絶を行う医療従事者又は生殖
手続きに協力する医療従事者に干渉してはならない。移植
に関与する者は、妊娠中絶にも生殖手続きにも協力しては
ならず、かつ、妊娠中絶及び生殖手続きに関与する者に対
して、いかなる指示権限も持ってはならない。
第 42 条　連邦参事会の規定
連邦参事会は、次のことを定める、
 a． 第 39 条及び第 40条による説明に対する要求水準、
 b． 認可義務を負う者の義務、
 c． 認可及び認可手続きの条件。
第 3章　動物の臓器、組織及び細胞
第 43 条　認可義務
1 動物の臓器、組織若しくは細胞、又はそこから製造され
た移植製剤を人に移植しようとする者は、連邦保健庁の
認可を要する。
2 臨床試験の認可は、次の場合に、与えられる、
 a． 住民に対する感染リスクが、高い蓋然性をもって排
除されうる場合、
 b． 治療による利益が期待できる場合、
 c． 必要な専門的及び運営上の条件が満たされている
場合、
 d． 適切な質的安全性の体制が整っている場合。
3 標準的治療の認可は、次の場合に、与えられる、
 a． 住民に対する感染リスクが、排除されうる場合、
 b． 治療による利益が証明されている場合、
 c． 第 2項 c及び dによる条件が満たされている場合。
第 44条　認可を得た者の義務
認可を得た者は、次の義務を負う、
 a． 移植患者の病原体又はその徴候を、定期的かつ長期
間に渡って検査すること、
 b． 移植患者の死亡に際して、起こりうる感染を確認す
るために、死体を検査すること、
 c． 住民の健康の保護のために重要なすべての事項及
び事象を記録すること、
 d． 提供動物、移植患者及び摘出された生物学的試料ま
で、データを追跡できるように、記録を行うこと、
 e． 記録及び摘出された生物学的試料を保存し、要求に
応じて管轄官庁に提供すること、
 f． 住民の健康の保護にとって重要な確認に際しては、
必要な措置を遅滞なく講じ、かつ、管轄官庁にただ
ちに報告すること。
第 45 条　検査義務
動物から臓器、組織又は細胞を摘出し、又はそれら及びそ
こから製造された移植製剤を移植する者は、病原体又はそ
の徴候が検査されていることを確認しなければならない。
第 46 条　補償
連邦参事会は、被害者の保護のために、次のことを行うこ
とができる、
 a． 動物の臓器、組織又は細胞を流通し、又は移植する
者に対して、その者の賠償義務から生じる費用を補
償するよう、又は他の形態の補償を行うよう命ずる
こと、
 b． この補償の範囲及び期間を定めること、
 c． 補償を行う者に対して、補償の存在、停止及び中止
を連邦保健庁に届け出ることを義務づけること。
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第 47 条　官庁の措置の費用
原因者は、管轄官庁が次のために行う措置の費用を負担す
る、
 a． 住民に対する感染リスクを防止し、又は軽減するた
め、
 b． 感染によって生じる損害を確認し、又は除去するた
め。
第 48 条　連邦参事会の規定
1 連邦参事会は、動物の臓器、組織及び細胞の取り扱いに
関する規定を定める。連邦参事会は、特に、次のことを
定める、
 a． 提供動物の取り扱いに対する要求水準、
 b． 動物の臓器、組織又は細胞の質に対する要求水準、
 c． 移植患者及び提供動物の健康の監視のための検査
に対する要求水準、
 d． 認可及び認可手続きの条件、
 e． 記録された事項及び事象並びに摘出された生物学
的試料の保存の期間及び方法、
 f． どのような病原体又はその徴候について検査しな
ければならないか、
 g． どのような場合に、動物の臓器、組織又は細胞を、
反応した検査結果があっても、移植することができ
るか、
 h． 遺伝工学的に改変された動物から採取された動物
の臓器、組織又は細胞の標示、
 　i． 次のことに対する要求水準、
 1． 移植患者の説明と同意、
 2． 医療従事者の説明、及び医療従事者に関係する措
　置に対する医療従事者の同意、並びに、
 3． 移植患者の接触者 2) の説明。
2 連邦参事会は、次のことを行うことができる、
 a． 特定の動物種の移植利用を制限し、又は禁止すること、
 b． 病原体の感染がないことをその他の方法で確認す
ることができる場合に、第 45条による検査義務の
例外を定めること、
 c． 状況の変化によって必要であれば、認可を得た者の
新たな義務、及び移植患者の義務を定めること、
 d． 第 6条から第 42条までを、動物の臓器、組織又は
細胞の取り扱いに適用できることを表明すること。
第 4章　移植製剤
第 49 条
１ 移植製剤の取り扱いには、この法律の規定に加えて、医
療製品法第 3条、第 5条から第 33 条まで、第 58 条か
ら第 67 条まで、及び第 84 条から第 90 条までが準用
される。
２ スイス医薬品局 3) は、移植製剤の領域においても、医
療製品法第 60条第 2項による査察の権限をもつ。
３ 人の臓器、組織又は細胞から製造された移植製剤の取り
扱いには、これに加えて医療製品法第 36 条から第 41
条まで、及び第 53条から第 57条までが準用される。
４ 臓器、組織又は細胞を移植製剤の製造のために摘出する
者は、医療製品法第 36条による提供者の適格性を審査
しなければならない。
５ 医療製品法第 86条第 1項 dは、人の移植製剤の取り扱
いにも適用する。
第 5章　実施
第 1節　連邦
第 50 条　原則
1 この法律が州の管轄であると表明していない限り、連邦
がこの法律を実施する。
2 連邦参事会は、施行命令を定める。
第 51 条　監督
１ 連邦は、州によるこの法律の実施を監督する。
２ 連邦は、全スイスの統一的実施の利益がある限り、州の
実施措置を調整する。この目的のために、連邦は、特に、
次のことを行うことができる、
 a． 州の実施措置に関して連邦に報告することを、州に
対して義務づけること、
 b． 統一的実施のための措置を、州に対して命ずること。
第 52 条　国際的な協力
連邦は、情報の交換及び臓器、組織又は細胞の迅速かつ安
全な交換を容易にし、かつ、臓器売買を積極的に撲滅する
ための措置を講じる。
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第 53 条　医療従事者の能力向上教育及び継続教育
連邦は、提供者及び親族を適切に世話する能力を医療従事
者に与える、能力向上教育及び継続教育のプログラムを実
施又は支援することができる。
第 54 条　実施任務の委任
1 連邦参事会は、公法又は私法上の組織及び個人に、実施
任務を委任することができる。
2 これは、特に、次のことに適用する、
 a． 第 19 条による臓器の分配、
 b． 第 62 条による幹細胞登録簿の作成、
 c． 第 63 条による管理。
3 連邦参事会は、委任した任務の金銭的補償を行う。
第 55条　評価
1 連邦保健庁は、この法律の実施及び効果に関する科学的
評価を行う。
2 評価は、特に、次のことを対象とする、
 a． 住民及び医療従事者の状況、見解並びに態度に対す
るこの法律の影響、
 b． 臓器分配の実践、移植の質、並びに移植のための臓
器、組織及び細胞の利用可能性。
3 連邦内務省は、評価の完了後に結果報告を連邦参事会に
行い、改善のための提案を連邦参事会に提出する。
第 2節　州
第 56 条　組織及び調整
1 州は、移植に関係する活動を、次の場所で組織し調整する、
 a． 提供者を世話する病院、
 b． 移植センター。
2 州は、この病院のいずれにおいても、及び移植センター
において、次のことが行われることを、特に、企図する、
 a． 地域的な調整の権限をもつ者が配置されること、
 b． 医療従事者のために必要な能力向上教育及び継続
教育のプログラムが実施されること。
3 地域的な調整の権限をもつ者は、特に、次のことについ
て配慮する、
 a． 提供者及び親族が、適切に世話されていること、
 b． 提供者が、国家分配機関に届け出られていること
（第 22条）。
第 3節　守秘義務及びデータの公表
第 57 条　守秘義務
この法律の実施を委託された者には、守秘義務が課せられ
る。
第 58 条　データの秘密性
この法律に基づいて収集されたデータであって、秘密保持
のために保護に値する利益があるものは、秘密に取り扱わ
れなければならない。
第 59 条　データの公表
1 他に優先する個人的利益が対立していない限り、個々の
場合に、書面による及び理由のある申請に応じて、次の
場所に、データを公表することができる、
 a． データが訴訟の判断に必要な場合には、民事裁判所、
 b． データが重罪又は軽罪の解明に必要な場合には、刑
事裁判所及び刑事捜査機関。
2 他に優先する個人的利益が対立していない限り、次の場
所に、データを公表することができる、
 a． データが、この法律により委任した任務の遂行に必
要な場合には、この法律の実施を管轄する連邦及び
州の機関、並びに公法又は私法上の組織及び個人、
 b． 重罪又はこの法律による可罰的行為の告発、又は回
避に必要である場合には、刑事捜査機関。
3 一般的利益があり、かつ、この法律の適用に関係する
データは、公開することができる。その際には、関係者
が特定されてはならない。
4 その他の場合には、データは、次のとおり、第三者に公
表することができる、
 a． 公表が他に優先する利益にかなう限り、個人に関連
しないデータ、
 b． 関係者が個々の場合に、書面により同意している限
り、個人データ。
5 問題となっている目的に必要であるデータのみ、公表す
ることができる。
6 連邦参事会は、公表の様式及び関係者の説明を定める。
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第 60 条　外国の官庁及び国際組織とのデータ交換
1 連邦参事会は、外国の官庁及び機関、並びに国際組織と
のデータ交換のための権限及び手続きを定める。
2 秘密のデータは、次の場合にのみ、外国の官庁及び機関、
並びに国際組織に伝達することができる、
 a． 国際法上の取り決め又は国際組織の決定が、それを
必要とする場合、
 b． 生命又は健康にすぐ差し迫っている危険の回避に、
それが必要である場合、又は、
 c． 違法な売買、又はこの法律に対するその他の重大な
違反を暴くことが、それによって可能である場合。
第 4節　情報公開
第 61 条
1 連邦保健庁及び州は、移植医療の要件について、定期的
に情報を広める。連邦保健庁及び州は、この目的のため
に、公法又は私法上の組織及び個人と協力する。
2 情報は、特に、次のものを包括する、
 a． 臓器、組織又は細胞の提供に関して自らの意思を表
示することが可能であること、及び意思表示に伴う
帰結の説明、
 b． 法的規定及び実践、特に、スイスにおける臓器、組
織及び細胞の摘出、分配並びに移植の条件の説明。
3 連邦参事会は、臓器、組織又は細胞の提供の意思表示を、
適当な文書又はデータ記憶媒体に記録できることを定
めることができる。
第 5節　幹細胞登録簿
第 62 条
1 連邦保健庁は、幹細胞登録簿を作成する。
2 幹細胞登録簿は、特定の移植患者に適合する幹細胞を発
見する目的をもつ。登録簿に蓄積されたデータは、この
目的のためにのみ利用することができる。
3 幹細胞登録簿には、組織適合性の解明に必要な次のデー
タを蓄積する、
 a． 保管されている幹細胞、
 b． 提供の意思表示をした者。
4 第 3 項によるデータを扱う者は、これを登録簿に届け
出なければならない。このデータは、登録簿の目的に必
要である場合にのみ、個人に関連づけて届け出なければ
ならない。
5 登録簿に登録されている者は、その者について蓄積され
たデータの抹消をいつでも要求することができる。
6 連邦参事会は、どの種類の幹細胞について登録簿を作成
するかを定める。
第 6節　管理及び措置
第 63 条　管理
1 連邦保健庁は、この法律の規定が遵守されているかどう
かを管理する。連邦保健庁は、そのために、特に、定期
的な査察を実施する。
2 連邦保健庁は、無償で、そのために必要な試料を収集し、
必要な情報又は書類を要求し、その他のあらゆる必要な
支援を要求することができる。連邦保健庁は、試料の収
集を税関に委託することができる。
3 連邦保健庁は、任務の遂行のために、敷地、建物及び部
屋に入ること、並びに輸送車両を捜索することができ
る。
第 64 条　協力義務
臓器、組織若しくは細胞、又はそこから製造された移植製
剤を取り扱う者は、連邦保健庁の任務の達成を無償で支援
しなければならない。この者は、特に、次のことを行わな
ければならない、
 a． 試料採取を許可し、又は要求に応じて試料を提供す
ること、
 b． 情報を提供すること、
 c． 書類の閲覧、及び施設への立ち入りを認めること。
第 65 条　措置
1 連邦保健庁は、この法律の実施に必要となる、すべての
措置を講じることができる。
2 連邦保健庁は、特に、次のことを行うことができる、
 a． 異議をとなえ、適法状態の回復のために、適切な期
間を設けること、
 b． 健康に危険のある、又はこの法律の規定に合致しな
い臓器、組織又は細胞を没収し、排除すること、
 c． 部屋又は施設の利用を禁止し、又は建物を閉鎖する
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こと、
 d． 認可又は許可を停止し、または取り消すこと。
3 連邦保健庁は、必要な予防的措置を講じることができ
る。連邦保健庁は、特に、異議のあった臓器、組織、細
胞又は移植製剤を、根拠のある疑念を抱いた場合にも、
差し押さえ、又は保管することができる。
4 税関は、この法律の規定に違反する疑念のある際には、
臓器、組織、細胞又は移植製剤に関する荷を国境又は保
税倉庫に留め置き、連邦保健庁の立会いを求める権限を
もつ。連邦保健庁は、引き続いて解明に取り組み、必要
な措置を講じる。
第 7節　財務
第 66条　任務の分担
連邦及び州は、管轄領域において、この法律の実施にかか
る費用を負担する。
第 67 条　手数料
1 次の手数料が徴収される、
 a． 認可の付与、停止及び剥奪、
 b． 管理の実施、
 c． 措置の命令及び実施。
2 連邦参事会は、連邦機関による実施の手数料を定める。
第 8節　法的保護
第 68 条 4)
1 この法律及びこの法律の施行命令に基づく処分に対して
は、連邦行政裁判所に異議を申し立てることができる。
2 臓器分配に関する処分に対する異議申し立てが根拠の
ある場合には、連邦行政裁判所は、異議のあった処分が
どの点において連邦法に違反するかについてのみ確認
する。
3 その他の点では、法的保護は、連邦司法の総則に従う。
第 6章　罰則
第 69 条　軽罪
1 刑法典による重大な可罰的行為がない限り、故意に次の
ことを行う者は、軽懲役又は 20万フラン以下の罰金に
処する、
 a． 人の臓器、組織又は細胞の提供のために、金銭的な
利益又はその他の利益を供与し、又は受領すること
（第 6条第 1項）、
 b． 人の臓器、組織又は細胞を、スイス国内で又はスイ
ス国内から国外で売買し、又は、対価を払って又は
利益供与によって取得されている人の臓器、組織又
は細胞を摘出し、若しくは移植すること（第 7条
第 1項）、
 c． 同意なしに、死亡した者から臓器、組織又は細胞を
摘出すること（第 8条）、
 d． 準備的な医学的措置に関する規定に違反すること
（第 10条）、
 e． 臓器、組織又は細胞を摘出し、それによって提供者
の生命又は健康に重大な危険を与えること（第 12
条 c）、
 f． 条件を満たすことなく、生きている判断能力のない
者又は生きている未成年者から、臓器、組織又は細
胞を摘出すること（第 13条第 2項及び第 3項）、
 g． 待機者名簿への登載又は臓器の分配の際に、差別す
ること（第 17条及び第 21条第 2項）、又は、標準
的な基準によらずに臓器を分配すること（第18条）、
 h． 個別の注意義務に関する規定（第 30 条から第 35
条まで及び第 45 条）に違反し、かつ、それによっ
て人の健康を危険にさらすこと、
 i． この法律の要求水準に合致しない臨床試験を実施
し、かつ、それによって人の健康を危険にさらすこ
と（第 36条）、
 j． 妊娠中絶の時期及び方法を、胚又は胎児の組織又は
細胞の移植を考慮して決定すること（第 37 条第 1
項）、
 k． 組織又は細胞を移植目的で摘出するために、発生後
７日目以降の余剰胚、又は中絶された胚若しくは胎
児全体を人工的に生きたまま保存すること（第 37
条第 2項 a）、
 l． 提供者によって指定されている者に、胚又は胎児の
組織又は細胞を移植すること（第 37条第 2項 b）、
 m．判断能力のない女性の胚又は胎児の組織又は細胞を
移植目的で利用すること（第 37条第 2項 c）、
 n． 提供者又は当該夫婦の説明と同意に関する規定に
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違反すること（第 39条及び第 40条）、
2 前項の行為を業として行う場合には、5年以下の軽懲役
又は 50万フラン以下の罰金に処する。
3 第 1項の行為を過失により行う場合には、6ヶ月以下の
軽懲役又は 10万フラン以下の罰金に処する。
第 70 条　軽犯罪
1 第 69 条による軽罪がなく、故意又は過失で次のことを
行う者は、拘留又は 5万フラン以下の罰金に処する、
 a． 移植以外の目的での臓器、組織又は細胞の摘出に関
する規定に違反すること（第 5条）、
 b． 関係者の独立性に関する規定に違反すること（第
11条及び第 41条）、
 c． 移植患者を同等の利益が得られる他の治療方法に
よって処置できるにもかかわらず、生きている者か
ら臓器、組織又は細胞を摘出すること（第 12条 d）、
 d． 届出義務に違反すること（第 20 条、第 21 条第 3
項、第 22 条、第 24 条、第 29 条、第 36 条及び第
62条第 4項）、
 e． 国外から提供される臓器を、権限なく受け取ること
（第 23条第 2項）、
 f． 認可なしに認可義務のある行為を行い、又は認可に
伴う賦課事項を遂行しないこと（第 25条、第 27条、
第 38条及び第 43条）、
 g． 刑法典第320条又は第321条に違反しない範囲で、
守秘義務に違反すること（第 57条）、
 h． 協力義務に違反すること（第 64条）、
 i． 第 69条第 1項 h又は iによる構成要件を満たすが、
それによって人の健康を危険にさらすことはない
こと、
 j． 連邦参事会によって違反が処罰されると表明されて
いる施行命令に違反し、又はこの条項の科刑の警告
の下で、その者に向けられた命令に違反すること、
2 未遂及び幇助は、処罰する。
3 軽犯罪及び軽犯罪の刑は、5年で時効にかかる。
4 特に軽微な場合には、告発、刑事訴追及び処罰を放棄す
ることができる。
第 71 条　管轄及び行政刑法
1 可罰的行為の訴追及び判定は、州の任務である。
2 行政刑法に関する 1974 年 3月 22日の連邦法第 6条及
び第 7条（業務上の違反行為）並びに第 15条（文書偽
造、偽造文書の行使）が適用される。
第 7章　最終規定
第 72 条　既存法の廃止
移植体の管理に関する 1996 年 3 月 22日 の連邦決議は、
廃止する。
第 73 条　既存法の改正
次の連邦法は、以下のとおり改正する 5)、
1. 1993 年 6月 18日の製造物賠償責任法
第 3条第 2項
〔２ 農業による農産物、並びに畜産物、水産物及び狩猟
物は、次の時点から生産物とみなす、
a．一次加工の時点、又は、
b．動物の臓器、組織若しくは細胞、又はそこから
製造された移植製剤が、人に移植すると決めら
れている動物に関する場合には、流通の時点。〕
第 5条第 1項の 2
〔1の 2 第 1項 eによる補償責任の例外は、動物の臓器、
組織若しくは細胞、又はそこから製造された移植製
剤であって、人に移植すると決められているものに
は適用しない。〕
2. 1943 年 12 月 16 日の連邦司法法
第 100 条第 1項 z
〔１ 次のことに対する行政裁判所への異議申し立ては、
許されない、
z. 移植医療の領域で、待機者名簿への登載及び臓
器分配に関する処分。〕
第 74 条　移行規定
1 第 24 条及び第 29 条の意に沿った活動をすでに始めた
者は、この法律の施行から 6ヶ月以内に、連邦保健庁
に報告しなければならない。
2 第 25 条及び第 27 条の意に沿った活動をすでに始めた
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者は、この法律の施行から 6ヶ月以内に、認可付与に
関する申請を連邦保健庁に行わなければならない。この
者は、連邦保健庁の決定まで、その活動を継続すること
ができる。
3 移植体の管理に関する 1996 年 3月 22日の連邦決議第
18条及び第 18a 条による認可は、認可期限の経過まで
有効である。
4 第 65 条による連邦保健庁の措置が留保される。
第 75 条　レファレンダム及び施行
1 この法律は、任意的レファレンダムに付される。
2 連邦参事会が施行を決定する。
注
ここに訳出したスイス移植法は、原則として 2007 年 7月 1日
の施行時点のものである。制定から施行までの間に改正された第
68条については、制定時の条文を注で訳出している（注 4参照）。
また、第 73 条に関しては、省略されている部分についても、条
文訳にそのまま加えている（注 5参照）。
なお、スイス移植法の原文は、次のウェブページで参照するこ
とができる（2008 年 9月 30 日現在）。
http://www.admin.ch/ch/d/sr/c810_21.html
訳出に際しては、ドイツ語版を主に用いて、必要に応じてフラ
ンス語版を参照した。訳出の方針として、原文との比較・対照し
やすさを重視した。（例えば、条文の号番号は一、二、三…とせず、
原文通りに a、b、c …としている。また、ドッペルプンクト（：）
及びゼミコロン（；）は、読点（、）に置き換えている。）
1) 「レシピエント」のこと。Empfa･ ･ngerin 及び Empfa･ ･nger
を「移植患者」と訳す。
2) 「接触者（Kontaktperson）」とは、直接的又は間接的に移
植患者の体液と接触する可能性のある者のことである。例え
ば、性的パートナーや、医療従事者などである（異種移植令
第 2条第 1項 b）。
3) 医薬品局（Heilmittelinstitut）は、医療製品法に基づいて設
置されている機関であり、連邦内務省の下にある。通称は
Swissmedic である。
4) 第 68 条は、2006 年に他法による改正があった（連邦裁判
所の再編にともなうもの）。訳出したものは、改正後の条文
である。改正前の移植法第 68条は以下のとおりである（BBl 
2004 5453）。
第 68条
1 この法律及びこの法律の施行命令に基づいて下された
処分に対しては、医薬品に関する上訴委員会に、異議
を申し立てることが許される。
2 臓器分配に関する処分に対する異議申し立てが根拠の
ある場合には、上訴委員会は、異議のあった処分がど
の点において連邦法に違反するかについてのみ確認す
る。
3 待機者名簿への登載及び臓器分配に関する処分に対す
る異議申し立てについては、上訴委員会が最終的に決
定する。
5) これより以下の連邦法の改正に関して、〔　〕で括った部分は、
上記ウェブページで入手した施行時のものでは省略されてい
る箇所である。なお、1943 年 12 月 16 日の連邦司法法（連
邦司法組織に関する連邦法）は、「連邦裁判所に関する 2005
年 6 月 17 日の連邦法」（連邦裁判所法）第 131 条によって
廃止されている。待機者名簿への登載及び臓器分配に関する
決定の異議申し立てが許されないという条項は、連邦裁判所
法第 83条 qに引き継がれている。
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